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Ⅰ．厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

総括研究報告書 

水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究 

研究代表者 清塚 雅彦  公益財団法人水道技術研究センター 常務理事 

研究要旨 

我が国では、水道事業に携わる職員が不足する中、水道システム全体において水質の安

全性を確保しつつ、適正な維持管理を行う手法の導入による経営効率化を図ることが求

められている。 

本研究では、水質変動や異常時における早期発見を目的とするシステム導入を目指し

て、監視すべき水質指標を特定し、それらを効率的に監視する技術を開発するとともに、

当該技術を組み込んだ水道システムの評価や改良点等をまとめるもので、具体的には以

下のような 4 つの課題について取り組んでいる。 

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術の文献調査と課題抽出 

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と測定手法の開発 

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早期予測手法の検討 

（4）水道システム全体を視野に入れた経済的な水質センサーおよびデータ活用手法の開発 

本研究の実施期間は、令和 2 年度から令和 4 年度の 3 ヵ年であり、令和 4 年度は 3 ヵ

年計画の 3 年目である。研究体制は清塚雅彦（水道技術研究センター常務理事）を研究代

表者とし、学識者および水道技術研究センター職員を研究分担者とするとともに、水道事

業体の技術者を研究協力者とした。 

令和 4 年度の研究成果の概要は次のとおりである。 

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術の文献調査と課題抽出 

①アンケートおよびヒアリング調査と課題抽出

給水人口 10 万人未満の水道事業体に対し、職員数、自動監視装置の導入、残留塩素濃

度測定という 3 つの視点からアンケート調査を実施した。その結果、水道事業従事職員

数は給水人口に依存しており、中小規模事業体では 1 人当たりの業務負荷が大きい状況

が確認できた。また、AI 等により自動監視装置による連続測定データを活用することで

ヒトに関する課題を解決しつつ、業務の効率化が図られることが期待されるが、中小規模

事業体の中にはデータを有効に活用できていない事業体もあり、このような事業体にお

いてはノウハウを有する民間企業等と連携しデータの活用を図っていくことが重要にな

ると考えられた。残留塩素濃度測定に関しては、コスト・地理的制約から給水末端への自
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動監視装置導入が進んでいない状況にあった。特にコスト面では住民へ安価に委託して

いる状況にあり、多くの事業体で住民への委託料と同程度であれば自動監視装置の導入

を考えるとの回答であった。仮に、より安価な自動監視装置が開発され導入が進めば、塩

素注入量の適正化が図られるなど、より安全かつ経済的な配水運用が可能となり、ひいて

は水道事業の基盤強化へつながると考えられた。 

 

 ②既存・将来技術の文献調査と課題抽出 

学術文献データベースを用い、①水道水源 リモートセンシング、②水道管 リモート

センシング、③水道水 ドローンというキーワードにて文献検索を実施し 64 文献を選定

し、課題点等の抽出を行った。人工衛星やドローン等のプラットフォームを用いたセンシ

ングならびに画像解析技術の活用により、広域或いは到達が困難な箇所における水源水

質の把握や漏水検出等が従来よりも短期間、省コストかつ省力的に実現できる可能性が

あり、水道の基盤強化を支える技術の一つとして活用することが望ましいと考えられた。

一方、リモートセンシングに用いられるセンサーやプラットフォームは多種多様である

ため、調査目的や対象規模に即した、適切な選択が重要であると考えられた。 

 

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と測定手法の開発 

連続的にモニタリング可能な水質指標として三次元蛍光分析に着目し、文献調査と実

測調査を実施し、三次元蛍光分析の実用性と課題について検討を行った。結果、有機物の

連続的なモニタリングだけでなく水分野の様々な研究に広く利用されていることが明ら

かとなり、実際に測定を行った結果でも、降雨時における有機物の変化や日変動や処理水

への降雨等の影響を捉えることができ、三次元蛍光分析法の水道における連続的なモニ

タリング可能性を確認できた。 

 

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早期予測手法の検討 

給水末端における残留塩素濃度を予測するモデル構築に向けて、横浜市水道局より仏

向配水池および桜台小学校の残留塩素濃度データを提供いただき、6 時間先の残留塩素を

予測するモデルを構築した。相模原浄水場出口から桜台小学校までの残留塩素濃度低減

量は、予測誤差 0.025mg/L 以下で予測できることが明らかとなった。 

最後に、構築したモデルの実装に向けて、浄水場の監視制御システムに介入することな

く、監視画面の動画から残留塩素濃度を読み取り、Excel に転送するシステムを構築した。

これにより、比較的小規模な浄水場でも、安価かつ高精度に末端給水地点での残留塩素濃

度を予測できるシステムが実現可能になった。 

 

（4）水道システム全体を視野に入れた経済的な水質センサーおよびデータ活用手法の開発 

令和 3 年度に提案・試作した簡素水質計に更なる改良を加え、耐水性能の向上を図る
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とともに、配水拠点に設置し、性能検証を行った。性能検証の結果、若干のデータ遅延が

発生するものの、耐水性に問題なく連続して動作し、概ね安定して測定できることが確認

された。また、水質計の仕様について考察したところ、本水質計および通信系を用い、測

定時間間隔を 60 分程度、データ仕様を水質推定値のみとすることで手分析の代替となる

コスト競争力のある提案が可能となると考えられた。 

 

 

研究分担者氏名・所属研究機関名および 

所属研究機関における職名 

○ 市川 学・公益財団法人水道技術研究 

センター 主幹 浄水技術部長 

○ 島崎 大・国立保健医療科学院  

上席主任研究官 

○ 鎌田 素之・関東学院大学 准教授 

○ 山村 寛・中央大学 教授 

○ 三宅 亮・東京大学 教授 

 

Ａ．研究目的 

我が国では、水道事業に携わる職員が不

足する中、水道システム全体において水質

の安全性を確保しつつ、適正な維持管理を

行う手法の導入による経営効率化が求めら

れている。そこで、本研究では水質変動や水

質異常を早期発見するシステムの導入を目

指して、監視すべき水質指標を特定し、それ

を経済的に連続監視する技術を開発すると

ともに、当該技術を組み込んだ水道システ

ムの評価や改良点等をまとめることを目的

とする。 

 

Ｂ．研究方法 

令和 4 年度は、「（1）水質管理の強化に係

る既存・将来技術の文献調査と課題抽出」

「（2）連続測定が可能な水質指標の特定と

測定手法の開発」「（3）ビッグデータに基づ

く水質変動の早期予測手法の検討」「（4）水

道システム全体を視野に入れた経済的な水

質センサーおよびデータ活用手法の開発」

に取り組んだ。 

 

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術

の文献調査と課題抽出 

①アンケートおよびヒアリング調査と課題抽

出 

 日本全国の水道事業体のうち、給水人口 10

万人未満の 60 事業体を対象にアンケート調

査を実施し、30 事業体から回答を得た（回答

率 50％）。アンケート調査項目は、職員数、

自動監視装置の導入、残留塩素濃度測定とい

う 3 つの視点から設定した。 

 また、アンケート調査にて回答のあった事

業体のうち 7 事業体に対して、ヒアリング調

査を実施した。ヒアリング内容は、アンケー

ト調査項目を中心に、自動監視装置の導入状

況や要望、水質管理に関して抱えている課題

や残留塩素濃度管理方法等についてであり、

中小規模事業体ならではの課題を抽出するこ

とを目的として実施した。 

②既存・将来技術の文献調査と課題抽出 

学術文献データベース（Web of Science 

Core Collection）を用い、下記キーワードに

て文献検索を実施した。 

1）水道水源 リモートセンシング： 

drinking AND water AND source AND 

remote AND sensing 

2）水道管 リモートセンシング： 
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water AND pipe and AND remote AND 

sensing 

3）水道水 ドローン 

drinking AND water AND {UAV OR UAS} 

NOT arsenic 

ヒットした 307 文献のうち、要旨や結論

等の内容から判断して、当研究の趣旨に該

当しない文献を除外し、64 文献を選定した。

その内訳は以下の通りであった。 

①水道水源・リモートセンシング：49 文献 

②水道管・リモートセンシング：11 文献 

③水道水・ドローン：4 件 

 

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と

測定手法の開発 

連続測定が可能な新たな水質項目として

三次元蛍光分析に着目し、学術文献データ

ベース（Pubmed等）を活用し文献調査を行

った。 

三次元蛍光分析の水道原水および浄水に

おける実用可能性を検討するため蛇口水を

継続的に採取し、水質事故や降雨等のイベ

ントにおけるモニタリングの可能性につい

て検討を行った。また、神奈川県内の浄水場

にオートサンプラーを設置し、高温期（8月）

と中温期（9月）に連続的に原水、浄水を採

水し、得られた試料について三次元蛍光分

析を実施し、解析を行った。分析結果をこれ

までに連続的に測定を実施している水質項

目等と比較、検討することで三次元蛍光分

析の新たな水質指標としての適用可能性や

課題について整理を行った。 

 

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早

期予測手法の検討 

浄水場出口から末端配水地点までの残留

塩素低減量の予測を目指し、相模原浄水場

－西谷給水地点を経由し、横浜市仏向配水

池から桜台小学校迄配水される配水系の残

留塩素低減量予測モデルの構築を試みた

（図 1）。仏向配水池では次亜塩素酸ナトリ

ウムが追加添加（以下、追塩と表記。）され

図 1 横浜市水道局の仏向配水池および桜台小学校 
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ており、配水池出口に設置したポンプ場か

ら末端まで、樹枝状の配管網により給水さ

れている。本研究では、追塩後の仏向配水池

出口および桜台小学校に設置されている連

続水質監視装置で記録した 10 年分の残留

塩素濃度（2010〜2020 年）を異常値除去お

よび平滑化処理後にモデル構築・検証に使

用した。モデル構築にあたっては、相模原浄

水場出口から西谷給水地点までの残留塩素

濃度低減量を予測するモデル（浄水場−西谷

モデル）、西谷給水地点から仏向配水池まで

の残留塩素低減量を予測するモデル(西谷−

仏向モデル)と仏向配水池から桜台小学校

までの残留塩素低減量を予測するモデル

（仏向−桜台小学校モデル）をそれぞれ構築

し、3 つの連立モデルを統合することで、12

時間前の相模原浄水場出口における残留塩

素濃度の実測値を用いて、6 時間後の桜台

小学校における残留塩素低減量を予測する

モデルを構築した（図 2）。なお、仏向配水

池での追塩量は、残留塩素濃度の監視に基

づいて決定されており、西谷−仏向モデルは、

実質的に追塩アルゴリズムをモデル化した

ものとなる。モデル構築にあたっては、相模

原浄水場−西谷給水地点間のモデル構築時

の条件で最適化されたブロック数 24 時間

を適用した。 

モデルの実装に向けて、浄水場の監視制

御システムに介入することなく監視画面か

ら残留塩素濃度を読み取り、Excel に転送シ

ステムを構築する（図 3）。神奈川県内広域

水道企業団 相模原浄水場事務所内におい

て、相模原浄水場出口と西谷給水地点の残

留塩素濃度が表示された情報系システム管

理画面を小型ビデオカメラ（GoPro HERO8 

Black）で撮影し、モデルの構築と検証に使

用した。撮影にあたって、解像度は 2704×

1520 pixel、フレームレートは 1/300 fps に

設定した。動画は OpenCV により画像群に

変換し、残留塩素濃度が表示された部位を

トリミングした後に、Otsu アルゴリズムに

より二値化したものを数値変換に供した。

画像から数値への変換は、Tesseract OCR

を使用し、目視で記録した正解値と変換値

を比較することで、正答率を算出した。 

 

 

 

図 3 ディスプレイ数値の 

読み取りフロー 

 

 

 

 

図 2 連立モデルのアルゴリズム 
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（4）水道システム全体を視野に入れた経済

的な水質センサーおよびデータ活用手法の

開発等 

令和 3 年度に提案・試作した簡素化水質

計は、試料水の採取環境により、本体部周辺

にも試料水が接触して流れていたことから、

水質計の耐水性能をさらに向上させるため

の改良を行った。加えて、令和 3 年度に提

案したブリリアントブルーFCF 色素による

塩素由来の信号値を補正する信号処理アル

ゴリズムの改良を進め、信号幅に応じた解

析範囲の自動調整、流速変動の影響補正な

どの機能を追加した。また、クラウドへのデ

ータのアップロード時間間隔等について調

査した結果、時間間隔を 10 秒程度とするこ

とで、実計測時とのずれが発生せず、再生さ

れた波形も歪まないことが確認できた。 

 

Ｃ．研究成果 

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術

の文献調査と課題抽出 

①アンケートおよびヒアリング調査と課題抽

出 

1）職員数 

給水人口が増加するにつれて水道事業従

事職員数が多くなる傾向が確認できたもの

の、水質に係る職員数と給水人口との間に

一定の傾向は見られず、限られた職員数で

安全な水の供給に努めていることが確認で

きた。 

2）自動監視装置による連続測定 

自動監視装置を導入しているといずれか

の事業体において回答のあった水質項目は

表 1 に示すとおりであり、濁度や残留塩素

濃度は多くの事業体で測定されていた。し

かしながら、残留塩素の自動監視装置は、コ

スト的制約から濃度が低下する地点や維持

またはリスク管理上必要と考えられる地点

への導入に限られていた。給水末端への自

動監視装置導入を希望する事業体は多かっ

たものの、スペースの確保や導入・メンテナ

ンスコストが妨げとなり導入に至っていな

いとのことであった。 

表 1 自動監視装置により 
連続測定されていた水質項目 

 

自動監視装置導入の主目的は水質監視や

管理であり、自動監視装置により測定した

結果を薬品注入率の決定などに活用してい

る事業体もあったが、多くの事業体では測

定データを蓄積するのみにとどまり、有効

に活用できていない状況であった。 

3）残留塩素濃度の測定および管理 

給水末端における残留塩素濃度の測定形

態は個人委託によるものが 16 事業体と約

半数を占めており（図 4）、1 月当たりの委

託料は 1,600～4,000 円であった。委託先は

高齢の方が多く、将来の担い手不足を懸念

していた。検査結果は月 1 回紙ベースでの

報告を基本とし、異常時には電話等にて即

時報告してもらうとのことであった。なお、

即時報告が必要となる異常としては、残留

塩素濃度が 0.1mg/L 以下や 0.15mg/L 以下と

なった場合とのことであり、報告を受けた

際には塩素注入量の調整や捨水を行うこと

原水 処理水 給水 合計

水温 3 0 4 7

色度 1 0 8 9

濁度 20 4 23 47

pH 9 3 18 30

アルカリ度 4 1 0 5

電気伝導度 3 0 0 3

紫外線吸光度 0 0 2 2

油分 1 0 0 1

残留塩素 1 4 27 32

合計 42 12 82 136
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で残留塩素濃度の調整をしているとのこと

であった。中には、使用水量が少ないため常

時捨水を行っても残留塩素濃度が低下する

という課題を抱えている事業体もあった。 

 
図 4 給水末端における残留塩素濃度の 

測定形態 

 

残留塩素濃度の自動監視装置導入につい

て、事業体が考える導入可能なスペースは

2m3 以内、コストは個人委託と同程度（例え

ば、5 年償却として 20 万円程度）であれば

導入可能ではないかと考える事業体が多く、

導入コストが数十万円程度かつ 2m3 以内で

あれば導入できる可能性があることが示唆

された。しかしながら、連続測定装置につい

ては維持管理費用や定期的なメンテナンス

も必要となるため、導入にあたっては導入

コストに加え、メンテナンス負荷や維持管

理費用等についても考慮する必要があると

考えられた。 

 

②既存・将来技術の文献調査と課題抽出 

1）水道水源におけるリモートセンシング技

術の活用 

水道水源における藍藻類の増殖は、藍藻

類によるかび臭原因物質等の放出により浄

水中の異臭味を生じるだけでなく、藍藻毒

による健康影響の面からも、諸外国で懸案

となっており、藍藻類を対象とした研究例

が数多くみられた。リモートセンシングの

手法として、クロロフィル a やフィコシア

ニンといった藍藻類の代替指標となる化学

物質や、藍藻類の増殖に関わる因子の一つ

である、窒素やリンといった栄養塩類を対

象とした適用事例が報告されていた。 

Almuhtaram らは、水源水域の藍藻類監視

および早期警戒手法に関するレビューを行

うと共に、以下の 3 段階の手法ならびに早

期警戒システムにおけるマルチバリア手法

の導入を提案した。 

段階①：水源水域における微生物活性監視 

指標：透明度・色度・濁度・クロロフィル a・

ATP 等 

手法：目視・ドローン・濁度計・透明度計・ 

色度計・蛍光分光計・ATP 測定装置等 

段階②：藍藻類の直接的な確認 

指標：藍藻類・フィコシアニン 

手法：顕微鏡観察・フィコシアニン抽出分

析・フィコシアニン蛍光分析・細胞

自動イメージング・リモートセンシ

ング・次世代シーケンシング・バイ

オセンサー 

段階③：藍藻産生物の検出 

 指標：藍藻毒（シアノトキシン） 

 手法：酵素免疫測定法(ELISA)・定量 PCR・

クロマトグラフィー 

 

また、水質監視やモニタリングについて

は、湖沼水の閉鎖水域での一般的な水質項

目を対象に、水質予測や水質モニタリング

に適用した事例が多く報告されていた一方

で、リモートセンシングにより有害化学物

質や病原性微生物の指標の監視を試みる事

例は限られていた。 

個人委託

16

53%

業務委託

2

7%

職員

8

27%

自動監視装置

4

13%

回答数

30
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2）水道施設の健全性調査等におけるリモー

トセンシング技術の利活用 

人工衛星、航空機、ドローン等を利用し、

水道管路等の漏水調査を短期間・省力・省コ

ストで実施する事例が多く見受けられた。

例えば、Jean-Claude らは、分解能 0.5m を達

成するため、航空機またはドローンをプラ

ットフォームとして、3 バンド(可視光、近

赤外、熱赤外)のリモートセンシングを使用

して地中の漏水の検知を試みた。フランス

とポルトガルの配水管網上にて、人為的な

漏水を作ったうえで実証実験したところ、

おおよそ 50％の確率で漏水を検出できると

の結果であった。また、Chen らは、Landsat8

衛星画像と深層学習を用いて開水路の漏水

を自動検知する手法の検討を行った。深層

学習に使用したパラメータは、いずれも衛

星画像から得られる地表温度、植生被覆分

布、温度植生乾燥指数とした。訓練データと

して、2016～2019 年の点検時に収集したコ

ンクリート表面検査記録を使用した。都市

部と農村部の両方を流れる開水路について

収集したデータセットを用い、再現率 86%、

精度 86%、正確度 85%を達成できたとした。 

 

3）ドローン技術の利活用 

配水塔の健全性調査、衛星画像データと

組み合わせた小規模貯水池の水質モニタリ

ング、水源水域の土壌流出や化学物質流失

の調査等、現地での調査が困難となる場所

を中心に、ドローンを使用することで短期

間かつ省力的にデータ収集が行われていた。 

 

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と測

定手法の開発 

海外における三次元蛍光分析の研究事例

として、“EEM” , “Drinking water” , 

“water”等のキーワードで検索を実施した

ところ、2018 年以降、“EEM“ &”Drinking 

water”では 60 件の文献が、“EEM“ & ”

water”では 503 件の文献が該当し、水道に

関連した知見は限定的であるものの、水分

野において三次元蛍光分析を活用した研究

事例が顕著に増加していることが確認でき

た。2022 年には 131 の文献が公表されてお

り、うち 74 件が水処理に関係するものであ

り、22 件はこれまで水処理分野で主な対象

とされていた天然有機物（NOM）以外の物

質を対象としていた。 

国内における研究事例としては、表流水

を水源とする浄水場において三次元蛍光分

析の連続的なモニタリングにより、フミン

質様物質、タンパク質様物質、フルボ様物質

の 3 つの成分の季節的な評価と各浄水高低

における除去性について評価を行ったもの

があった。 

浄水場における実用性の検証では、通常

時は 1 日 2 回の頻度で採水を実施し、降雨

が予想される時期には頻度を上げて採水を

実施し、降雨状況、ダムの放流状況などを考

慮して試料を選定し、分析を実施した。分析

の結果、高温期、中温期のいずれの時期にお

いてもこれまで対象流域で実施した三次元

蛍光分析で確認された 3 つのコンポーネン

トが確認された。今回の採水では高温期に

1 回、中温期に 2 回の台風の接近もあり、

比較的強い降雨とそれに伴うダムの放流が

実施された際の採水が実施できた。降雨時

には原水中の腐食性物質に対応するコンポ

ーネント（C1）の増加が顕著に認められ、

降雨後にも高い値を示す事例が確認された。

浄水では降雨に伴い原水中の C1 が上昇し
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た場合には、浄水中の C1 にも同様の傾向

が認められた。具体的には、通常時における

C1 の浄水処理における除去率は 50％程度

であったが、降雨時おいては 80％程度と通

常時と比べて高い値を示した。 

 

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早期

予測手法の検討 

構築した相模原浄水場−西谷モデルの出

力値を西谷−仏向モデルで活用した際の仏

向配水池における現在時点の残留塩素低減

量予測結果を図 5 に示す。西谷−仏向モデ

ルは、フィードバック制御により管理され

ている追塩アルゴリズムをLSTMによりモ

デル化したものであり、ほとんどのプロッ

トが±0.025 mg/L 以内に収まった。これら

の結果から、LSTM により追塩アルゴリズ

ムを高精度に再現できたことがわかる。 

さらに、西谷−仏向モデルの出力値を仏向

−桜台小学校モデルで使用した際の、桜台小

学校における 6 時間先での残留塩素低減量

予測結果を図 6 に示す。ほとんどのプロッ

トが 0.025mg/L 以内に収まったことから、

高精度で末端配水地点での残留塩素濃度を

予測できたことが分かる。本研究では 3 区

間のモデルを連立させることで、長区間で 

 

 

図 5 西谷−仏向モデルの精度： 

（上）実測値と予測値の差、 

（下）時系列変化 

 

 

図 6 仏向−桜台小学校モデルの精度：

（上）実測値と予測値の差、 

（下）時系列変化 
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残留塩素濃度が大きく変化する場合におい

ても、高い精度で残留塩素濃度低減量を予

測可能なモデル構築法の確立に成功した。 

管理画面に表示された残留塩素濃度読取

り結果の一例を図 7 に示す。目視による読

み取りと比較した際の正答率は 97.5%であ

り、ビデオカメラによる撮影のみで、高精度

に残留塩素濃度の数値を PC 入力すること

に成功した。2.5%の誤答を確認したところ、

小数点が読み取れなかった場合と数値が検

出できなかった場合に分別できた。これら

の結果をもとに、誤答条件を補正するため

のアルゴリズムを追加した結果（図 8）、正

答率 100%を達成した。これにより、浄水場

の監視制御システムに介入することなく、

各地点における残留塩素濃度の判別および

PC（Excel）入力が可能になった。 

 

（4）水道システム全体を視野に入れた経済

的な水質センサーおよびデータ活用手法の

開発 

改良した水質計を屋外の配水拠点に設置

し（図 9）、性能検証を行った。水質計内へ

の試料水の導入量は 1 計測当たり約 0.5 mL

であり、余分の試料水はヘッドドレイン部

から排水される。計測頻度は 15 分に 1 回と

し、水質計からの元データは近距離無線に

て同じボックス内に設置したゲートウェイ

に 0.1 秒間隔で送られ、波形データおよび

信号処理アルゴリズムによって計算された

データが、ゲートウェイから専用のクラウ

ドに公衆ネットワーク回線経由でアップロ

ードされるように設定した。なお、電力はボ

ックス内に収まるサイズのバッテリーで賄

った。 

性能検証の結果、若干のデータ遅延が発

生するものの、耐水性に問題なく連続して

動作し、概ね安定して測定できることが確

認された。試薬の消費量については、1 週間

で全体の約 20％であった。 

 

図 9 屋外計器ボックス内への実装の様子 

 

図 7 文字認識の結果例 

 

図 8 数値読取りアルゴリズム 
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Ｄ．考察 

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術

の文献調査と課題抽出 

①アンケートおよびヒアリング調査と課題抽

出 

1）職員数 

アンケート調査結果より水道事業従事職

員数は給水人口が増加するにつれて多くな

る傾向が確認できたことから、水道事業従

事職員数と施設数や給水面積との関係を調

べるため、アンケート調査を実施した事業

体の給水面積等を令和 2 年度水道統計また

は簡易水道統計より抽出し、これらの関係

性について確認した。その結果、水道事業従

事職員数と施設数や給水面積との間に一定

の関係性は確認できず、水道事業従事職員

数は管理している施設数や給水面積によら

ず給水人口のみに依存していることが確認

できた。施設数や給水面積に着目すると、中

小規模事業体では大規模事業体と比べて少

ない職員で広範かつ多数の施設を管理しな

ければならず、職員一人当たりの負担が大

きくなっており、現状はどうにか健全な水

道事業運営を維持しているものの、水道事

業従事職員数が今以上に減ることがあれば、

水道事業運営に支障をきたす事業体も出て

くる可能性もあるだろう。 

 

2）自動監視装置による連続測定 

自動監視措置により濁度や残留塩素が連

続測定されている理由の一つとして、濁度

は「水道におけるクリプトスポリジウム等

対策指針」にて汚染のおそれがある水源を

使用している浄水場については、「ろ過池等

の濁度を 0.1 度以下に維持する」ことが、残

留塩素は「水道法」により蛇口で検出される

残留塩素濃度を「0.1mg/L 以上保持する」こ

とが義務付けられており、これらの基準を

達成するためではないかと考えられた。ま

た、これら項目は薬品注入率を調整するこ

となどにより濃度管理を実施しているが、

その対応は経験を有する職員に依存してお

り、知識を有する職員が退職した場合等に

は適切に対応できなくなる恐れがあった。 

加えて、自動監視装置を導入していない

事業体においては、異常時等において測定

結果に基づいた迅速な判断が行えないなど

の課題もあり、このような事業体において

自動監視装置が導入された場合には、測定

結果に基づいた迅速な判断が可能となり、

より安全な水道水の供給が可能となると考

えられた。 

一方で、自動監視装置を導入している事

業体においては、測定（蓄積）データを有効

に活用できていない事業体も多く、蓄積デ

ータを有効に活用することで業務の効率化

や最適な水運用による基盤強化を図ること

ができることを考慮すると、水道事業体に

はノウハウを有する民間企業等と連携を図

りながら、データを有効に活用していくこ

とが期待されている。 

 

3）残留塩素濃度の測定および管理 

多くの事業体で残留塩素濃度の測定は住

民へ安価に委託していたが、中小規模事業

体では地形的制約等から小規模な浄水場

（給水区域）が点在している場合が多く、こ

れら全ての箇所で毎日検査を実施するとな

ると、1 箇所当たりの委託料が安価であって

も事業体当たりの委託料とすると多額の費

用となり、負担が大きくなっていると考え

られた。加えて、将来的な担い手不足を懸念
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する事業体もあり、自動監視装置の導入は

この問題を解決する一手となると考えられ

るが、コスト的な制約から導入が進んでい

ないのが実情であり、このような事業体へ

装置の導入を進めるためには、住民への委

託料と同程度など非常に安価な装置の開発

が求められていると考えられた。 

また、残留塩素濃度については各事業体

苦労しながら管理しており、中には連続監

視装置がないため塩素注入が適切にできて

いるか即座に確認できない等の課題を抱え

ている事業体もあったが、このような事業

体において自動監視装置の導入が進めば、

これら課題も解決でき、更には塩素注入量

の適正化も図られる、すなわち、装置を導入

することでより安全かつ経済的な配水運用

が可能となり、水道事業の基盤強化につな

がると考えられた。 

 

②既存・将来技術の文献調査と課題抽出 

水道水源を対象とした事例として、水源

の水質監視、とりわけ、藍藻類および関連指

標を対象とした検討が数多く報告されてい

た。Almuhtaram らが提案した水源水域にお

ける藍藻類監視手法のうち、段階③：藍藻毒

の直接的な検出はできないものの、段階①：

微生物活性指標のうち透明度・色度・濁度・

クロロフィル a、段階②藍藻類のうちフィコ

シアニンはリモートセンシングによる測定

が可能であり、機械学習やモデリング等と

組み合わせることで、藍藻類増殖の予知や

早期検出を可能にすると考えられた。 

人工衛星に限らず有人・無人航空機やド

ローン等の様々なプラットフォームを活用

し、水道管路や開水路等の漏水調査、地下

埋設物の存在調査、水源水域における監視

等が行われていた。各プラットフォームと

対象物との距離が近いほど、得られる画像

情報の解像度は高くなるものの、調査範囲

は狭くなるため、調査目的や対象の規模に

応じて、適切なプラットフォームならびに

使用可能なセンサーを選択することが重要

と考えられた。 

なお、Arsenio らによる調査研究では、人

工衛星に搭載された合成開口レーダ(SAR)

画像を用いた干渉 SAR(InSAR)解析により、

年間数ミリ程度の地表面の変位が検出可能

であるとした。GPS 技術によっても、同程

度の精度による調査が可能との報告もあり、

広範囲にわたって高精度の調査を可能とす

る、リモートセンシング技術のさらなる進

展が注目される。 

 

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と

測定手法の開発 

実浄水場における腐食性物質に対応する

コンポーネントの測定結果より、水道事業

体では有機物の指標とし連続的に測定して

いる E260 や TOC では捉えることのでき

ない水質的な変化や浄水処理性を捉えるこ

とができ、降雨時の浄水処理が適切に実施

されていることが示された。また、このコン

ポーネントは晴天時における pH の日周変

動や降雨初期における電気導電率とも連動

しており、これまで水道原水の監視で連続

モニタリングが行われている濁度、電気伝

導率、pH、UV-Vis 等では把握できない有機

物の評価が可能であることが示された。 

 

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早

期予測手法の検討 

構築した仏向−桜台小学校モデルは西谷−
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仏向モデルよりもわずかに平均誤差値が高

かった。これは、仏向－桜台小学校モデルが

西谷－仏向モデルで算出された予測値を用

いて将来の残留塩素低減量を予測している

ため、西谷−仏向モデルの誤差が続く仏向−

桜台小学校モデルに影響を与えたものと推

測する。このことから、モデルを連立する際

には、前段モデルの予測精度が後段モデル

の結果に影響を及ぼすことを念頭に、前段

モデルの予測精度に配慮する必要性が示さ

れた。 

また、相模原浄水場から西谷給水地点お

よび仏向配水池を経由し、桜台小学校まで

配水される配水系の残留塩素低減量予測モ

デルが構築できたことから、大規模な給水

管路に加えて、より複雑かつ小規模な樹状

配管網であっても、高精度の予測モデルを

構築できる可能性が示された。 

構築したモデルは、Excel でも計算するこ

とが可能である。ビデオカメラによる撮影

により、浄水場の監視制御システムに介入

することなく、残留塩素濃度の数値を PC

（Excel）に入力が可能になったことから、

ビデオカメラと Excel があれば、画面から

数値を判別・入力し、残留塩素濃度低減量の

予測値を表示するシステムが安価かつ簡単

に構築できるようになったと言える。 

 

（4）水道システム全体を視野に入れた経済

的な水質センサーおよびデータ活用手法の

開発 

実用的かつ経済的なデータ活用方法およ

びそれに対応した水質計の仕様について考

察・提案する。耐水性や堅牢性等を付与した

水質計本体の製作コストは 20～30 千円で

あり、使用にはこれに加えてゲートウェイ

の約 10 千円が追加される。フィールドに設

置した場合のランニングコストは水質測定

時間間隔等により異なるが、測定間隔が短

くなるほど試薬の交換頻度が高まるため、

コストも上昇することとなる（表 2）。 

一例として、60 分間隔で水質計測を行う

場合、試薬バックの交換は 4 ヶ月に 1 回で

年間 600 円程度、データ管理コストは年間

6,000 円程度となる。 

研究（1）における調査結果より、現行の

水道末端での手分析による水質監視の代替

として、コストが見合えば自動計測のニー

ズがあることが明らかとなった。本水質計

および通信系を用い、測定時間間隔を 60 分

程度、データ仕様を水質推定値のみとする

ことで手分析の代替となるコスト競争力の

ある提案が可能となると考えられた。 

表 2システム仕様とコスト算定 

 

 

Ｅ．結論 

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術

の文献調査と課題抽出 

①アンケートおよびヒアリング調査と課題抽

出 

給水人口 10 万人未満の中小規模事業体

を対象に実施したアンケートおよびヒアリ

ング調査結果より、水道事業従事職員数は

給水人口規模に依存しており、中小規模事
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業体では少ない職員で多岐にわたる業務を

実施しなければならず、1 人当たりの業務負

荷が大きい状況が確認できた。これらの事

業体では、現状の職員数でどうにか健全な

水道事業運営を維持している状況にあり、

将来的に水道事業従事職員が減ることがあ

れば、水道事業運営に支障をきたすおそれ

があると考えられた。 

AI等により自動監視装置による連続測定

データを活用することでヒトに関する課題

を解決しつつ、業務の効率化や最適な水運

用等による基盤強化が図られることが期待

されるが、中小規模事業体の中にはデータ

を有効に活用できていない事業体もあり、

このような事業体においてはノウハウを有

する民間企業等と連携しデータの活用を図

っていくことが重要となるだろう。 

残留塩素濃度測定に関しては、各事業体

で様々な課題を抱えているものの、コスト・

地理的制約から給水末端への自動監視装置

の導入が進んでいないのが実情であった。

特に、コスト面では住民への委託料と同程

度であれば自動監視装置の導入を考えると

の事業体も多く、非常に安価な装置の開発

が求められていた。仮に、より安価な自動監

視装置の開発が進み、これら事業体におい

て自動監視装置の導入が進めば、塩素注入

量の適正化が図られるなど、より安全かつ

経済的な配水運用が可能となり、ひいては

水道事業の基盤強化へつながると考えられ

た。 

 

②既存・将来技術の文献調査と課題抽出 

海外の文献調査に基づき、水道水源およ

び水道施設等におけるリモートセンシング

技術やドローン技術の利活用状況について

最新動向を把握し、課題点を抽出した。人工

衛星やドローン等のプラットフォームを用

いたセンシングならびに画像解析技術の活

用により、広域或いは到達が困難な箇所に

おける水源水質の把握や漏水検出等が従来

よりも短期間、省コストかつ省力的に実現

できる可能性があり、水道の基盤強化を支

える技術郡の一つとして活用することが望

ましいと考えられた。一方、リモートセンシ

ングに用いられるセンサーやプラットフォ

ームは多種多様であるため、調査目的や対

象規模に即した、適切な選択が重要である

と考えられた。 

 

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と

測定手法の開発 

水道において連続的にモニタリング可能

な新たな水質指標として三次元蛍光分析に

着目し、文献調査、実測調査を実施した。文

献調査より水分野において三次元分析を利

用した研究は顕著に増加しており、従来の

DOM の挙動や消毒副生成物のモニタリン

グにとどまらず、汎用性の高い分析手法と

して利用されていることが示された。また、

実測調査の結果、これまで多くの水道事業

体が連続的に測定している水質項目では評

価できない有機物や水質変化を評価できる

可能性が示唆され、連続的なモニタリング

項目として有用であると考えられた。一方

で、装置が高価であること、解析に多くのデ

ータが必要なことや解析が煩雑であるなど

の課題もあり、特に国内の水道分野では海

外と比べて普及が進んでいないことからも

コスト低減や解析を簡便に実施するできる

ツールの開発等が課題と考えられた。 
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（3）ビッグデータに基づく水質変動の早

期予測手法の検討 

本研究では、時系列データ解析モデルで

ある LSTM を用いて、末端配水地点におけ

る 6 時間後の残留塩素濃度を予測するモデ

ル構築手法について紹介した。極めて高精

度のモデルが構築出来ることから、予測結

果をもとにした浄水場出口における自律塩

素添加制御システムの構築も実現可能と考

える。 

一方で、モデルの感度分析によって、未学

習のトレンドデータが入力された際に、著

しく予測精度が低下することも明らかにな

っている。また、管内滞留時間に周期性が存

在しない場合にも、モデル構築が難しいこ

とを確認している。これらの課題には、残留

塩素濃度だけでなく、流量や管内圧力など

のデータを入力値として利用することで、

より複雑な事象に対しても対応可能なロバ

ストなモデル構築が可能になると考える。 

本研究において、PC 上の監視データを

Excel に転送・入力し、6 時間後の残留塩素

濃度を出力するシステムを構築した。安価

な小型残留塩素濃度計と組み合わせること

で、比較的小規模な浄水場でも自律塩素添

加制御システムを構築できると考える（図

10）。 

 

（4）水道システム全体を視野に入れた経済

的な水質センサーおよびデータ活用手法の

開発 

センサーデータのポスト処理の品質を確

保しつつ、経済的なセンサーを提案するた

めに令和 4 年度は、令和 3 年度に試作した

簡素な水質計の更なる改良を進めるととも

に、配水拠点に設置し、性能検証を行った。

また、それらの知見を基に、実用的かつ経済

的なデータ活用方法およびそれに対応した

水質センサーの仕様の提示を行った。 

 

図 10 本研究の実用化イメージ 
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Ⅱ．厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究」 

分担研究報告書 

水質管理の強化に係る既存・将来技術の文献調査と課題抽出（ヒアリング） 

研究分担者 市川 学  公益財団法人 水道技術研究センター 主幹 浄水技術部長 

研究要旨 

給水人口 10万人未満の中小規模事業体を対象に自動監視装置を用いた水質管理の実態

把握と残留塩素の測定についての現状及び課題の把握を目的に、アンケート及びヒアリ

ング調査を実施した。その結果、水道事業従事職員数は給水人口規模に依存しており、中

小規模事業体では多岐にわたる業務を少ない職員で実施しなければならない状況にある

ことが確認できた。濁度や残留塩素といった水質項目については、中小規模事業体におい

ても自動監視装置が導入されていたが、測定データを有効に活用できていない事業体が

多く、民間企業等と連携しながら AI等を用いてこれらのデータを活用することによりヒ

トに関する課題を解決しつつ、水道事業の基盤強化を図っていくことが期待されている。 

また、残留塩素濃度測定に関しては、各事業体で様々な課題を抱えていたものの、コス

ト・地理的制約から給水末端への自動監視装置導入は進んでおらず、半数以上の事業体で

残留塩素濃度の測定は住民へ安価に委託することで実施していた。より安価な自動監視

装置導入が開発され、多くの事業体で自動監視装置が導入されるようになれば、塩素注入

量の適正化が図られるなど、これまで以上に安全かつ経済的な配水運用が可能となり、水

道の基盤強化へつながるだろう。 

Ａ．研究目的 

現在、水道分野では、水質（代替）指標項

目の連続測定、深層学習等による早期水質

予測、小型で省スペースな水質センサー等

の先端的な技術が開発されている。このよ

うな連続測定に係る新技術を水道水源から

給水末端に至る水質管理に活用することで、

少ない職員数でも効率的で高度な水質管理

が可能になると考えられる。しかしながら、

自動監視装置の導入状況は事業体によって

異なることから、連続測定データの利活用

に関する実態把握が求められている。 

令和 2 年度及び 3 年度には全国の大規模

事業体（給水人口 10 万人以上）を対象にア

ンケート及びヒアリング調査を、自動監視

装置製造企業を対象にヒアリング調査を実

施し、自動監視装置を用いた水質管理の実

態把握と水質データの利活用についての現

状及び課題を明らかにした。 

その結果、濁度、pH や残留塩素は連続測

定している事業体が多いこと、残留塩素に

ついては、水温変化や到達日数の違いによ

り管理に苦労していること、自動監視装置

導入にはコスト、維持管理性や精度が課題

となっていることなどが確認できた。これ

らの結果は、大規模事業体を対象にしたも
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のであり、中小規模事業体においては、さら

に深刻な状況にあると考えられた。 

そこで、令和 4 年度は給水人口 10 万人未

満の中小規模事業体を対象に、自動監視装

置を用いた水質管理の実態把握と残留塩素

濃度測定についての現状及び課題の把握を

目的として、アンケート及びヒアリング調

査を実施した。 

Ｂ．研究方法 

(1)アンケート調査

日本全国の水道事業体のうち、給水人口

10 万人未満の 60 事業体を対象にアンケー

ト調査を実施した。アンケートは回答期間

を令和 4 年 8 月 30 日（火）～9 月 22 日

（木）として電子データで作成し、メールに

て送付することで実施し、30 事業体から回

答を得た（回収率 50％）。 

アンケート調査項目は、職員数、自動監視

装置の導入、残留塩素濃度測定という 3 つ

の視点から、下記の質問を実施した。 

1）水道事業従事職員数について

水道事業従事職員数、水質に係る職員数

2）連続測定している水質項目について

自動監視装置により連続測定を実施し

ている水質項目とその課題

測定した結果の利活用事例

3）残留塩素の測定について

給水末端における残留塩素濃度の測定

頻度及びその方法（毎日検査・定期検査） 

給水末端における残留塩素濃度の管理

目標値

残留塩素濃度の測定地点及び測定地点

の選定方法

測定した残留塩素濃度データの保存形

態と保存期間（毎日検査）

残留塩素濃度管理について苦労してい

る点や課題

連続測定装置導入時のコストやスペー

スの希望

(2) ヒアリング調査

アンケート調査にて回答のあった 30 事

業体のうち 7 事業体に対し、令和 4 年 12 月

から令和 5 年 1 月にかけてヒアリング調査

を対面式で実施した。この 7 事業体は、ア

ンケート調査時点で対面にてヒアリング可

能と回答のあった事業体の中から、事業体

規模や浄水処理方式等を考慮して選択した。

ヒアリングは、アンケート内容を中心に、自

動監視装置の導入状況や要望、水質管理に

関して抱えている課題や残留塩素濃度管理

方法等について、中小規模独自の課題を抽

出することを目的として実施した。 

Ｃ．調査結果 

（1）職員数について

水道事業従事職員数は給水人口が増加す

るにつれて多くなる傾向が確認できたもの

の、水質に係る職員数と給水人口や水道事

業従事職員数との間に一定の傾向は確認で

きなかった（図 1）。水質に係る職員数が 1

名という事業体も存在しており、限られた

職員の中で安全な水を供給するために尽力

している状況が確認できた。このような水

道事業従事職員数が少ない中小規模事業体

では、水質管理から工事や緊急時対応に至

るまで多岐にわたる業務を若干名で行わな

ければならず、1 人当たりの業務範囲が広く

なる傾向にあり、常時から人員に余裕はな

く、緊急時等人員が不足する際には、他係・

課に応援を要請するなどして対応している

とのことであった。
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（2）連続測定している水質項目について 

自動監視装置を導入しているといずれか

の事業体において回答のあった水質項目は、

水温、色度、濁度、pH、アルカリ度、電気

伝導度、紫外線吸光度、油分及び残留塩素の

9 項目であり、特に原水では濁度が、浄水で

は濁度、残留塩素が多く測定されていた（表 

1）。残留塩素については、配水系統の末端

に装置を導入している事業体もあったが、

コスト的制約から複数地点に装置を導入す

ることは難しく、多くの事業体では追塩し

ている施設など残留塩素濃度が低下する地

点や維持またはリスク管理上必要と考えら

れる地点への導入に限られていた。 

表 1 自動監視装置により 

連続測定されていた水質項目 

 

原水、処理工程水、給配水における測定項

目平均値はそれぞれ、1.4、0.4、2.7 であり

給配水における測定項目数が最も多かった

（図 2）。ヒアリングより、自動監視装置は

測定項目の種類や設置されている場所によ

らず、水質監視や管理のために導入されて

おり、これらの装置は維持管理上または浄

水場の運転管理のために重要な計器と考え

られていることが確認できた。 

 

図 2 測定場所毎の自動監視装置による  

測定水質項目数 

 

残留塩素、濁度、アルカリ度や pH などの

連続測定した水質測定結果は、次亜塩素酸

ナトリウム注入量の決定や凝集剤等の薬品

注入率の決定、浄水処理方法の変更等に活

用されていた（図 3）。ヒアリングより、濁
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度については、「浄水場の処理可能範囲内

（100度程度）であれば、薬品注入量を増加

させることで対応しているが、処理可能範

囲外となった場合には取水を停止しており、

取水停止の判断には、濁度の他、pHやアル

カリ度の測定結果を活用している」という

回答や、「緩速ろ過施設においては、濁度が

10度以上となると取水を停止する」との回

答が得られており、取水停止の判断にも活

用されていた。また、連続測定計器で測定し

たデータは自動でサーバー上に保存される

ため、保存期間を定めずサーバー上に蓄積

している事業体が多かったが、これら蓄積

データを有効に活用している事業体は限ら

れており、データを蓄積するのみにとどま

っていた。 

 

図 3 連続測定した水質結果の活用方法 

 

給水末端へ自動監視装置を導入したいと

考えている事業体は多かったが、スペース

の確保や導入コストが妨げとなり導入に至

っていないとのことであった。加えて、装置

導入後には、メンテナンス負荷（コスト）も

増加するため導入に踏み切れないという回

答もあり、中小規模事業体においては、装置

の導入コストに加えメンテナンスコストも

導入の妨げとなっていることが確認できた。

自動監視装置の維持管理については、保守

点検を 1～2年に 1回メーカーに依頼してお

り、負担には感じていないと回答した事業

体が多かった一方で、保守点検に係る費用

を負担に感じている事業体がいることが確

認できた。 

 

（3）残留塩素濃度の測定及び管理について 

給水末端における残留塩素濃度の測定形

態としては、住民等への個人委託を行って

いる事業体が 16 事業体（53％）と最も多く、

自動監視装置により常時測定していると回

答のあった事業体は 4 事業体（13％）に留

まっていた（図 4）。ヒアリング調査より、

個人へは 1,600 円～4,000 円／月で 1 日 1 回

DPD 試薬を用いた検査（比色法または機械

による測定）を依頼していること、不在時に

は欠測が生じる場合もあること、委託先は

高齢の方が多く、将来の担い手不足を懸念

していることなどが確認できた。 

 

図 4 給水末端における残留塩素濃度の 

測定形態 

報告項目については、残留塩素濃度のほ

かに測定時間、水温や気温等の報告を依頼

している事業体もあった一方で、委託先の

負担軽減のために残留塩素の測定結果のみ

としている事業体もあった。また、検査時
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間については、明確には定めていないもの

の、炊事等により一定量の水を使用した後

の測定を依頼していた。残留塩素濃度の測

定を個人委託している事業体における測定

結果の報告は、多くの事業体で異常時は即

時報告、それ以外は月 1回紙ベースでの報

告としており、給水末端での残留塩素濃度

管理目標値は水道法で定められている残留

塩素濃度（0.1mg/L）以上としている事業

体が約半数を占めていた（図 5）。即時報

告が必要となる異常としては、残留塩素濃

度が 0.1mg/L以下や 0.15mg/L以下となっ

た場合が挙げられ、このような場合には電

話にて連絡をもらうようにしているとのこ

とであり、連絡を受けた際には、塩素注入

量の調整や捨水を行うことで残留塩素濃度

を管理しているとのことであった。なお、

毎日検査の測定（報告）結果は、多くの事

業体で紙または電子データベースで 5年ま

たは 10年間保存されていた（図 6）。 

残留塩素濃度管理については、多くの事

業体で気温上昇に伴う残留塩素濃度の低

下・不足を課題と捉えており、浄水場等での 

 

図 5 給水末端での残留塩素濃度目標値 

 
図 6 給水末端における残留塩素測定結果

の保存媒体と保存期間 

 

塩素注入量を増加させたり、捨水を実施し

たりすることにより対応していた。このほ

か、使用水量減少に伴う残留塩素濃度の低

下を課題としている事業体もあったが、ヒ

アリング調査にて使用水量に関し給水末端

までの到達時間について把握しているか確

認したところ、経験則や配水管の延長と口

径により推定していると回答した事業体も

あったが、多くの事業体では使用水量等の

把握が難しく到達時間は把握していないと

の回答であった。加えて、ヒアリングを行っ

た事業体の中には、必要最低限 0.5～1m3/h

程度で常時捨水を行っているが、それでも

なお残留塩素濃度が低下してしまうと回答

した事業体もあり、中小規模事業体におい

て残留塩素濃度を管理することの難しさが

明らかとなった。 

残留塩素濃度の自動監視装置導入につい

ては、装置の導入により採水に係る時間が

カットできるや事故発生時の早期対応がで

きるようになる等の意見、残留塩素濃度の

測定装置よりも追塩設備が欲しいや追塩設

備と残留塩素濃度の測定装置を一体化して

ほしいとの要望が確認できた。残留塩素濃

度の自動監視装置を導入するとした場合に

事業体が考える導入可能なコスト及び設置

スペースは、すべての事業体においてコス
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トは 500 万円以内、スペースは 2m3以内と

の回答であった（図 7）。また、コストにつ

いては、個人委託と同程度（例えば、5 年償

却として 20 万円程度）であれば導入可能と

の意見もあり、安価であるに越したことは

ないが、導入コストが数十万円程度かつ

2m3 以内であれば導入できる可能性がある

ことが示唆された。しかしながら、連続測定

装置については維持管理費用や定期的なメ

ンテナンスも必要となるため、導入にあた

っては導入コストに加え、メンテナンス負

荷や維持管理費用等についても考慮する必

要があると考えられた。 

 

Ｄ．考察 

（1）職員数について 

アンケート調査結果より水道事業従事職

員数は給水人口が増加するにつれて多くな

る傾向が確認できた。そこで、水道事業従事

職員数と施設数や給水面積との関係を調べ

るため、アンケート調査を実施した事業体

の令和 2 年度における水道事業従事職員数、

給水人口、浄水場数及び配水池数（以下、施

設数と表記。）と給水面積を水道統計[1]及び

簡易水道統計[2]より抽出し、これらの間の

関係性について確認した。その結果、アンケ

ート調査及び統計データの結果から、中小

規模事業体における水道事業従事職員数は

給水人口の増加に伴って増加する傾向にあ

ることが確認できた一方で、管理する施設

数や給水面積と水道事業従事職員数との間

に一定の関係性は確認できなかった（図 8）。 

 

図 8 水道事業従事職員数との関係 

（上：給水人口、中：施設数、下：給水面積） 

 

これは、水道事業従事職員数が管理して

いる施設数や給水面積によらず、給水人口

のみに依存していることを示している。水
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道事業従事職員は地方公共団体の定員数の

内数として設定されている場合が多く、地

方公共団体の定員数が人口や面積等の指標

を用いた多重回帰分析等により管理されて

いる[3]ために施設数や給水面積ではなく給

水人口に依存した職員数になっていると推

察される。施設数や給水面積に着目すると、

水道事業従事職員 1 人当たりの施設数は、

既往研究[4]にてアンケート調査を実施した

大規模事業体では 0.5 施設／人であるのに

対し、中小規模事業体では 2.9 施設／人と

約 6 倍の差があること、水道事業従事職員

1 人当たりの給水面積については、大規模事

業体では 1.3km2／人であるのに対し、中小

規模事業体では 13.4km2／人と約 10 倍の差

があることが確認でき（表 2）、中小規模の

事業体では大規模の事業体と比べて少ない

職員で広範かつ多数の施設を管理しなけれ

ばならないことが示された。中小規模の事

業体では日常的に水質管理や工事管理等多

岐にわたる業務を少人数で実施しなければ

ならない現状に加えて、1 人あたりの担当範

囲（業務負担）が広く負荷が大きくなってお

り、現状はどうにか健全な水道事業運営を

維持しているものの、前述した考えに基づ

き水道事業従事職員数が今以上に減ること

があれば、水道事業運営に支障をきたす事

業体も出てくることだろう。 

表 2 職員一人当たりの施設数 

または給水面積 

 

 

 

（2）連続測定している水質項目について 

自動監視装置により多くの中小規模事業

体が連続測定していた水質項目は濁度、pH

及び残留塩素であり、測定結果が薬品（凝集

剤や次亜塩素酸ナトリウム等）注入率の決

定に活用されるなど、浄水場の運転管理上

重要な項目であった。これらの項目が連続

測定されている理由としては、上記に加え、

濁度は「水道におけるクリプトスポリジウ

ム等対策指針」にて汚染のおそれがある水

源を使用している浄水場については、「ろ過

池等の濁度を 0.1 度以下に維持する」こと

が、残留塩素は「水道法」により蛇口で検出

される残留塩素濃度を「0.1mg/L 以上保持す

る」ことが義務付けられており、これらの基

準を達成するためではないかと考えられた。

これは、給配水における自動監視装置導入

数が原水や処理水の導入数と比べて多く、

そのほとんどが濁度や残留塩素で占められ

ていることからも推察できる。 

濁度及び残留塩素に着目し、これらの課

題について整理したところ、降雨による濁

度上昇を課題と捉えている事業体が多く、

降雨時にはこれまでの経験則に基づき測定

結果を活用しながら薬品注入率の調整や取

水停止の判断などの対応を行っていたが、

これらの対応は経験を有する職員に依存し

ており、知識を有した職員が退職した場合

等には適切に対応できなくなると考えられ

た。加えて、中小規模事業体の中には水源水

質が良好なことを前提として施設を設計し

ており、既存の施設では突発的な水源水質

の悪化に対応しきれない事業体も存在する。

このような事業体においては、処理可能範

囲外の高濁度原水が流入した際の浄水処理

障害やその後の復旧等を考慮すると、早期

施設数 給水面積

（施設／人） （km
2
／人）

大規模事業体 0.5 1.3 447 102 369

中小規模事業体 2.9 13.4 15 28 100

差 5.8倍 10.3倍
※職員一人当たりの数値は対象事業体算出値を平均しているため、

表に示す平均値から算出した値とは一致しない。　　　　　　　

職員1人当たりの 平均値

給水面積施設数職員数
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に取水停止の判断を下し原水の流入を防ぐ

ことが望ましい[5]と考えられるが、水源水

質が良好なため原水に濁度の自動監視装置

を導入していない事業体も多く、測定結果

に基づいた迅速な判断が行えないことも課

題となっていた。仮にこのような事業体に

自動監視装置が導入された場合には、測定

値が一定値を超えた場合に取水を停止する

など、測定結果に基づいた迅速な判断が可

能となり、より安全な水道水の供給が可能

となると考えられた。また、現状、自動監視

装置を導入しているものの、測定（蓄積）デ

ータを有効に活用できていない事業体も多

く存在するが、水道事業においては、これら

データを活用することによる業務の効率化

や最適な水運用等により基盤強化を図るこ

とが求められていることを考慮すると、ノ

ウハウを有する民間企業等と連携を図りな

がら、データを有効に活用していくことが

期待されている。 

自動監視装置の維持管理については、「水

道施設の点検を含む維持・修繕の実施に関

するガイドライン」（令和元年 9 月、厚生労

働省）では、「水質計器を含む計装設備は温

度・湿度・ほこり等の環境条件に影響されや

すいなどの特徴を有しており、水道施設の

円滑な管理を維持するためには日常的また

は計画的な点検により機能を維持していく

ことが重要であり、点検頻度は、動作環境、

機器の使用、使用条件等を考慮して決定す

る」とされている。また、水道維持管理指針

2016（日本水道協会）では、計装設備におけ

る定期点検の実施頻度は「1 年に 1 回程度」

と例示されており、実際の点検頻度はこれ

と同程度であり、適切に管理されているも

のと考えられた。しかしながら、定期点検に

係る費用は、中小規模事業体では大きな負

担となるため、今後も適切な資産管理を進

める観点から、水源水質や機器の動作環境

等に応じて適切な頻度で点検を実施してい

くことが重要である。 

 

（3）残留塩素濃度の測定及び管理について 

多くの事業体で残留塩素濃度の自動監視

装置が導入されていたにもかかわらず、自

動監視装置にて給水末端における残留塩素

濃度測定を実施している事業体が限られて

いたのは、給水末端への自動監視装置の導

入がコスト・地理的制約から維持またはリ

スク管理上必要と考えられる地点などに限

定されているためと考えられた。半数以上

の事業体が住民へ安価に委託していたが、

中小規模事業体では地形的制約等から小規

模な浄水場（給水区域）が点在している場合

が多く、これら全ての箇所で毎日検査を実

施する必要があるため、１箇所あたりの委

託料が安価であっても事業体あたりの委託

料とすると多額の費用となり、負担が大き

くなっていると考えられた。加えて、将来的

な担い手不足を懸念する事業体もあり、自

動監視装置の導入はこの問題を解決する一

手となると考えられるが、コスト等の制約

から導入が進んでいないのが実情であった。

ヒアリング結果からも確認できるように、

このような事業体へ装置の導入を進めるた

めには、住民への委託料と同程度など非常

に安価な装置の開発が求められていると考

えられた。 

残留塩素濃度については各事業体苦労し

ながら管理していたが、中には使用水量が

少ないため滞留時間を把握できないや、連

続監視装置がないため塩素注入量を調整し
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ても適切に注入できているか即座に確認で

きない等の課題を抱えている事業体もあり、

このような事業体において自動監視装置の

導入が進めば、これら課題も解決でき、更に

は塩素注入量の適正化も図られる、すなわ

ち、装置を導入することでより安全かつ経

済的な配水運用が可能となり、水道事業の

基盤強化につながると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

給水人口 10 万人未満の中小規模事業体

を対象に自動監視装置を用いた水質管理の

実態把握と残留塩素の測定についての現状

及び課題の把握を目的に、アンケート及び

ヒアリング調査を実施した。 

その結果、水道事業従事職員数は給水人

口規模に依存しており、中小規模事業体で

は少ない職員で多岐にわたる業務を実施し

なければならず、1 人当たりの業務負荷が大

きくなっていることが確認できた。これら

の事業体では、現状の職員数でどうにか健

全な水道事業運営を維持している状況にあ

り、将来的に水道事業従事職員が減ること

があれば、水道事業運営に支障をきたすお

それがあると考えられた。AI 等により自動

監視装置による連続測定データを活用する

ことでヒトに関する課題を解決しつつ、業

務の効率化や最適な水運用等による基盤強

化が図られることが期待されるが、中小規

模事業体の中にはデータを有効に活用でき

ていない事業体もあり、このような事業体

においてはノウハウを有する民間企業等と

連携しデータの活用を図っていくことが重

要となるだろう。 

自動監視装置を導入する際には、コスト

に加えメンテナンス負荷も重要な項目とな

る。装置を適切に使用するためには定期的

な点検が必須となるが、中小規模事業体で

は定期点検に係る費用が大きな負担となっ

ていることから、水源水質や機器の動作環

境等を考慮しながら各事業体の実情に応じ

た点検を実施し、機能を維持していくこと

が重要である。 

残留塩素濃度測定に関しては、各事業体

で様々な課題を抱えているものの、コスト・

地理的制約から給水末端への自動監視装置

の導入が進んでいないのが実情である。よ

り安価な自動監視装置の開発が進み、これ

ら事業体において自動監視装置の導入が進

めば、塩素注入量の適正化が図られるなど、

より安全かつ経済的な配水運用が可能とな

り、ひいては水道事業の基盤強化へつなが

るだろう。 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究」 

分担研究報告書 

水質管理等の強化に関する既存技術および将来技術の文献調査と課題抽出 

研究分担者 国立保健医療科学院 島﨑 大 

研究要旨 

海外の文献調査に基づき、水道水源および水道施設等におけるリモートセンシング技

術やドローン技術の利活用状況について最新動向を把握し、課題点を抽出した。人工衛星

やドローン等のプラットフォームを用いたセンシングならびに画像解析技術が、水源水

域においては藍藻類の監視や増殖の予測、高濁水の発生につながる土壌流出の可能性が

高い地域の抽出等に、水道施設においては水道管路等の漏水検知や地下埋設物の調査等

に、それぞれ活用されていた。当技術により、広域あるいは到達困難な箇所における水源

水質の把握や漏水検出等が、従来よりも短期間、省コストかつ省力的に実現できる可能性

があり、今後の水道の基盤強化を支える技術群の一つとして活用することが望ましいと

考えられた。 

Ａ．研究目的 

 水質（代替）指標項目の連続測定や、小型

水質センサー等の導入、深層学習等による

早期水質予測といった先端的な開発技術を

水道水源から給水末端に至る水質管理に活

用することで、水道事業体の限られた技術

系職員数であっても効果的かつ効率的な水

質管理が可能となり、さらには従来よりも

高度な水質管理が可能になると考えられる。

本年度は、海外の文献調査に基づいて、人工

衛星やドローン等による撮影画像を活用し

た広域リモートセンシング技術の開発に関

する最新動向および課題点を抽出し、明ら

かにすることを目的とした。 

Ｂ．研究方法 

国立保健医療科学院内にて利用可能な学

術文献データベース（Web of Science Core 

Collection）を用い、下記キーワードにて文

献検索を実施した。 

①水道水源 リモートセンシング：

drinking AND water AND source AND

remote AND sensing

②水道管 リモートセンシング：

water AND pipe and AND remote AND

sensing

③水道水 ドローン

drinking AND water AND {UAV OR UAS}

NOT arsenic

ヒットした 307 文献のうち、要旨や結論

等の内容から判断して、当研究の趣旨に該

当しない文献を除外し、64文献を選定した。

その内訳は以下の通りであった。 
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①水道水源・リモートセンシング：49文献 

②水道管・リモートセンシング：11文献 

③水道水・ドローン：4件 

 

Ｃ．調査結果 

(1)水道水源におけるリモートセンシング技

術の利活用 

i)藍藻類および関連指標の監視 

水道水源における藍藻類の増殖は、藍藻

類によるかび臭原因物質等の放出により浄

水中の異臭味を生じるだけでなく、藍藻毒

による健康影響の面からも、諸外国で懸案

となっている。藍藻類を対象とした研究例

が数多くみられた 1-21)。リモートセンシン

グの手法として、クロロフィル a（葉緑体）

やフィコシアニン（色素タンパク）といった

藍藻類の代替指標となる化学物質を対象と

していた。 

 また、藍藻類の増殖に関わる因子の一つ

である、窒素やリンといった栄養塩類を対

象とした適用事例が報告されていた 22-25)。

そのうち、Song らの研究では、水道水源で

ある米国モース貯水池の栄養塩濃度を現場

測定データならびに航空機から観測した多

波長スペクトルデータより推定、各測定デ

ータを、遺伝的アルゴリズム部分最小二乗

法を用いたモデル式に適用し、全窒素及び

全リン濃度と関連付けた。実測値との間に

高い相関が確認され、これらの結果に基づ

いて、モース貯水池における栄養塩の分布

と濃度を測定することができるとした。ク

ロロフィル a 濃度、懸濁物質と、リモート

センサーで評価された各栄養塩との相関が

認められたことより、栄養塩が藻類増殖の

トリガーとなっている各貯水池において、

当手法が適用できると結論づけた 25)。 

 Almuhtaramらは、水源水域の藍藻類監視

および早期警戒手法に関するレビューを行

うと共に、以下の 3 段階の手法ならびに早

期警戒システムにおけるマルチバリア手法

の導入を提案した 26)。 

段階①：水源水域における微生物活性監視 

指標：透明度・色度・濁度・クロロフィ

ル a・ATP 等 

手法：目視・ドローン・濁度計・透明度

計・色度計・蛍光分光計・ATP

測定装置 等 

段階②：藍藻類の直接的な確認 

指標：藍藻類・フィコシアニン 

手法：顕微鏡観察・フィコシアニン抽

出分析・フィコシアニン蛍光分

析・細胞自動イメージング・リ

モートセンシング・次世代シー

ケンシング・バイオセンサー 

段階③：藍藻産生物の検出 

  指標：藍藻毒（シアノトキシン） 

  手法：酵素免疫測定法(ELISA)・定量

PCR・クロマトグラフィー 

ii)水質監視・予測・モデリング 

湖沼等の閉鎖水域での一般的な水質項目

を対象に、水質予測や水質モデリングに適

用した事例が多く報告されていた 27-34)。 

一方、リモートセンシングにより有害化学

物質や病源微生物の指標の監視を試みる事

例は限られており、塩素要求量および消毒

副生成物生成能 35)、病原性細菌・真核生物

36)、下痢症発生の指標としての大腸菌 37)

が挙げられた。 

 このうち、塩素要求量および消毒副生成

物生成能について 35)、著者らは米国ミネソ

タ州内 24箇所の地表水試料を採取し、ラボ

実験により着色溶存有機物 (CDOM・440nm
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吸光度で評価)・溶存有機物(DOM)・SUVA と、

塩素要求量・トリハロメタン（THMs）生成

能・ハロ酢酸（HAAs）生成能を比較し、

CDOM との間に良好な相関性を確認した。

Landsat8衛星画像より算出されるCDOM濃

度から判断すると、同州内水源の 21.8％の

みが THMs・HAAs双方の最大許容濃度を満

たすと推定された。地表水の着色が大きい

場合には、CDOM濃度および消毒副生成物

生成能は過小評価となった。 

iii)土壌流出・高濁水発生 

 集中豪雨などにより生じる土壌流出を予

測し脆弱な水源地域を推定する、あるいは、

水源での高濁水の発生を予測する事例が、

複数報告されていた 38-41)。Zhou らは、土

壌流出モデル式である Universal Soil Loss 

Equation (USLE)の改良により、中国・朝白

川上流域の土壌流出性を評価した。既往の

地形・降雨・土質データに加えて、衛星画像

（Landsat-7 ETM+）およびモデル式により

植生分布データを算出、土地利用の状況も

推定を行った。各結果から土壌流出の深刻

度を 6 段階で評価し、流出が深刻な地域に

おける推定流出量を算出した 40)。 

iv) 地下水量・融雪量の推定 

 降雪地帯における融雪量 42,43)や、地下

水源の貯水量 44-47) を推定する事例がみ

られた。後者には、米国 NASAによる重力

観 測 衛星 Gravity Recovery and Climate 

Experiment（GRACE）の観測データが用いら

れていた。Huoらは、GRACEの陸域総貯水

量と、その再解析データである Global Land 

Data Assimilation System（GLDAS）の陸水蒸

発散モデルを用い、中国黄土平原における

2002-2014 年の地下水水源量の変動を推定

した。GRACE による地下水層の厚みの推定

値は、特に年間変動において、地下水位の実

測値と良好な相関が見られるとした。また、

推定期間において地下水水源量は一貫して

減少し、その減少速度は加速していると推

定され、要因として人口増加や農業・工業活

動の発展が示唆された 44)。 

v) 開発途上国におけるモニタリング 

 入手可能なデータが限られている開発途

上国の農村域等を対象に、リモートセンシ

ングのデータを活用し、水・衛生に関する普

及状況を調査する例があった 48-49)。 

 

(2)水道施設の健全性調査等におけるリモー

トセンシング技術の利活用 

i)漏水調査 

 人工衛星、航空機、ドローン等を利用し、

水道管路等の漏水調査を短期間・省力・省コ

ストで実施する事例が多く見受けられた

50-55)。 

 Jean-Claudeらは、3バンド(可視光、近赤

外、熱赤外)のリモートセンシングを使用し

て地中の漏水の検知を試みた。ここで、可視

光：土壌の黒ずみ、近赤外光：土壌に含まれ

る水分の比誘電率の反射特性、熱赤外光：土

壌の表面温度の低下の検知を目的とした。

分解能 0.5mを達成するため、プラットフォ

ームには航空機またはドローンを用いた。

フランスとポルトガルの配水管網上にて、

人為的な漏水を作ったうえで実証実験した

ところ、おおよそ 50%の確率で漏水イベン

トを検出できた 50)。 

 Chen らは、Landsat8衛星画像と深層学習

を用いて開水路の漏水を自動検知する手法

の検討を行った。深層学習に使用したパラ

メータは、いずれも衛星画像から得られる

地表温度、植生被覆分布、温度植生乾燥指数
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とした。訓練データとして、2016～2019年

の点検時に収集したコンクリート表面検査

記録を使用した。都市部と農村部の両方を

流れる開水路について収集したデータセッ

トを用い、再現率 86%、精度 86%、正確度

85%を達成できたとした 51)。 

Arsenioらは、地表面で生じる歪みにより

水道管にストレスが加わり漏水件数が増加

すると仮定し、2009,2012年の各衛星画像に

より、オランダ国内の地表面の歪みを 2 種

類の方法で評価した。また、水道事業体より

40 ヶ月間の漏水事例、水道管の種類、敷設

期間を入手し比較した。管種によらず、地表

面の歪みに従って漏水率は増大した。特に、

50年以上経過する老朽アスベスト管の漏水

率が高かった 52)。 

ii)地下埋設物調査 

 漏水調査と同様、地下に埋設された経年

管等の所在を確認するための調査研究が数

多くみられた 56-60)。その際に主に用いら

れるセンシング技術は地中レーダ（GPR: 

Ground-Penetrating Radar）であったものの

57,59,60)、伝導率および磁化率 58)、赤外線

および RGB 画像データ 56)を用いる例もあ

った。 

 

(3)ドローン技術の利活用 

 配水塔の健全性調査 61)、衛星画像データ

と組み合わせた小規模貯水池の水質モニタ

リング 62)、水源水域の土壌流出 63)や化学

物質流出の調査 64)等、現地での調査が困難

となる場所を中心に、短期間かつ省力的に

データ収集が行われていた。 

 

Ｄ．考察 

(1)水道水源におけるリモートセンシング技

術の利活用 

水道水源を対象とした事例として、水源

の水質監視、とりわけ、藍藻類および関連指

標を対象とした検討が数多く報告されてい

た。Almuhtaramらが提案した水源水域にお

ける藍藻類監視手法のうち、段階③：藍藻毒

の直接的な検出はできないものの、段階①：

微生物活性指標のうち透明度・色度・濁度・

クロロフィル a、段階②藍藻類のうちフィコ

シアニンはリモートセンシングによる測定

が可能であり、機械学習やモデリング等と

組み合わせることで、藍藻類増殖の予知や

早期検出を可能にすると考えられた。 

また、適用事例は限られるものの、豪雨時

に土壌の流出が生じやすい水源水域を事前

に特定することで、将来的な豪雨災害への

予防対策を講じることができると考えられ

た。 

(2)水道施設の健全性調査等におけるリモー

トセンシングやドローン技術の利活用 

人工衛星に限らず有人・無人航空機やド

ローン等の様々なプラットフォームを活用

し、水道管路や開水路等の漏水調査、地下埋

設物の存在調査、水源水域における監視等

が行われていた。各プラットフォームと対

象物との距離が近いほど、得られる画像情

報の解像度は高くなるものの、調査範囲は

狭くなるため、調査目的や対象の規模に応

じて、適切なプラットフォームならびに使

用可能なセンサーを選択することが重要と

考えられた。 

なお、Arsenio らによる調査研究では、人

工衛星に搭載された合成開口レーダ(SAR)

画像を用いた干渉 SAR(InSAR)解析により、

年間数ミリ程度の地表面の変位が検出可能

であるとした 52)。GPS 技術によっても、同
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程度の精度による調査が可能との報告もあ

り 65)、広範囲にわたって高精度の調査を可

能とする、リモートセンシング技術のさら

なる進展が注目される。 

 

Ｅ．結論 

海外の文献調査に基づき、水道水源およ

び水道施設等におけるリモートセンシング

技術やドローン技術の利活用状況について

最新動向を把握し、課題点を抽出した。人工

衛星やドローン等のプラットフォームを用

いたセンシングならびに画像解析技術の活

用により、広域あるいは到達が困難な箇所

における水源水質の把握や漏水検出等が、

従来よりも短期間、省コストかつ省力的に

実現できる可能性があり、水道の基盤強化

を支える技術群の一つとして活用すること

が望ましいと考えられた。一方、リモートセ

ンシングに用いられるセンサーやプラット

フォームは多種多様であるため、調査目的

や対象規模に即した、適切な選択が重要で

あると考えられた。 

 

Ｆ．研究発表 

1.論文発表 

  （該当なし） 

2.学会発表 

 （該当なし） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む） 

1.特許取得 

（該当なし） 

2.実用新案登録 

（該当なし） 

3.その他 

（該当なし） 
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Ⅱ．厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究」 

分担研究報告書 

連続測定が可能な水質指標の特定と測定手法の開発 

研究分担者 鎌田 素之 関東学院大学理工学部 准教授 

研究要旨： 

水道使用量の減少や技術者の不足から、今後、水道の水質面において様々な問題の発生

が懸念され、それらに対応できるモニタリング技術が必要となっている。本年度は連続的

にモニタリング可能な水質指標として三次元蛍光分析に着目し、文献調査と実測調査を

実施し、三次元蛍光分析の実用性と課題について検討を行った。結果、有機物の連続的な

モニタリングだけでなく水分野の様々な研究に広く利用されていることが明らかとな

り、実際に測定を行った結果でも、降雨時における有機物の変化や日変動や処理水への降

雨等の影響を捉えることができ、三次元蛍光分析法の水道における連続的なモニタリン

グ可能性を確認できた。

Ａ．研究目的 
人口減少や節水機器の普及により水道水の

使用量の減少が進んでおり、今後、様々な対

応が求められる。また、水道事業に関わる技

術者の数の減少は、特に中小の事業体におい

て顕著であり、より効率的なモニタリングや

水質管理が求められている。 

本研究では水道事業において連続的な測定

のニーズが高い水質項目を把握し、その分析

手法の現状と課題を明らかにすることを目的

としている。これまでの研究により三次元蛍

光分析は連続測定が可能な水質指標として有

用であることが明らかなってきたことから、

関連する研究事例について文献調査を行うと

ともに浄水場において連続的に試料を採集し、

分析を行うことで、実用の可能性と導入にお

ける課題について検討した。 

Ｂ．研究方法 
1)三次元蛍光分析に関する文献調査 

連続測定が可能な新たな測定項目として三

次元蛍光分析に着目して文献調査を実施した。

具体的には海外の文献に関しては PubMed を

利用し、国内の文献に関しては J-Dream3を利

用し、水分野において三次元蛍光分析を利用

した研究に関する文献を収集し、内容を精査

し、水道事業における適用の可能性や課題に

ついて整理した。 

2）三次元蛍光分析に関する実測調査 

三次元蛍光分析の水道原水および浄水にお

ける実用可能性を検討するため蛇口水を継続

的に採取し、水質事故や降雨等のイベントに

おけるモニタリングの可能性について検討を

行った。また、神奈川県内の浄水場にオート

サンプラーを設置し、高温期（8月）と中温期

（9 月）に連続的に原水、浄水の採水を実施

し、得られた試料について三次元蛍光分析を

実施し、解析を行った。得られた結果をこれ

までに連続的な測定を実施している水質項目

等と比較、検討することで三次元蛍光分析の

新たな水質指標としての適用可能性や課題に

ついて整理を行った。 

Ｃ．研究結果及びＤ．考察 
1)三次元蛍光分析に関する文献調査 

海外における三次元蛍光分析の研究事例と

して PubMedを用い、“EEM”, “Drinking water”, 

“water”等のキーワードで検索を実施した。

2018年以降、“EEM“ &”Drinking water”では 60

件の文献が該当し、年間 10件程度の文献が公

表されており、それ以前と比べると研究事例

が増えてはいるが、水道に関連した知見は限
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定的であった。また、“EEM“ & ”water”では 503

件の文献が該当し、年間 100件以上の文献が

公表されており、特に 2018年以降、水分野に

おいて三次元蛍光分析を活用した研究事例が

顕著に増加していることが確認できた。2022

年に公表された 131 件の文献のうち 74 件が

水処理に関係する文献であり、水処理以外に

も畜産、食品など様々な分野で三次元蛍光分

析の手法が活用されていた。また、74件のう

ち 22 件はこれまで水処理分野で主な対象と

されていた天然有機物（NOM）以外の物質を

対象とした文献であり、水処理の分野でも三

次元蛍光分析が広く活用されていることが確

認できた。水道分野において特に関係が深い

研究事例としては Water Research に 8 件、

Chemosphere に 7 件、Science of the Total 

Environment に 8 件、その他に Environmental 

Pollution、Spectrochimica Acta Part A等に複数

の論文が掲載されていた。Water Research で

は NOM に関する研究に加え、新たに浄水処

理に関連する知見が報告されていた。例えば、

Wei Sun（2022）1）では、パイロットプラント

を用いたフェントン-粒状活性炭(GAC)処理

において除去される DOM の種類について三

次元蛍光分析を用いて論じており、遺伝子解

析的な手法も用いて GAC 中のバイオフィル

ムや細菌叢の関係について評価を行っている。

Qingyun Song（2022）2)では、NFの前処理と

してMF、UF を組み合わせた際の DBPFP お

よびNF処理水中のDBPに対する様々な分子

量の NOM の影響を、三次元蛍光分析を用い

て評価しており、中分子量 NOM は NF 膜の

ファウリングを低減し、NF表面の保護層形成

に関与し、低分子量 NOM を NF 濾液から低

減することで NF 処理水の DBPFP を減少で

きたことを報告している。Chemosphere では

新たに高度な酸化処理における NOM の評価

に三次元蛍光分析が活用された例が報告され

ている。Mengqiao Luo（2022）3)では、電気化

学的酸化処理後の NOM 由来の蛍光ピークの

解明に三次元蛍光分析と高分解能質量分析計

を組み合わせることで、表流水中の NOM 分

子特性および NOM 分子への電気化学酸化の

影響を明らかにしている。Science of the Total 

Environmentでは、新たに藻類由来の有機物の

評価に三次元蛍光分析を活用した事例が報告

されている。Parul Baranwal（2022）4)では、MC-

LR の生分解に対する NOM の影響を評価す

るために、MC-LRの生分解に伴うNOM組成

の変化を蛍光スペクトルと PARAFACにより

特徴づけ、藻類由来有機物、フミン様物質の

存在下では MC-LR の生分解性が低下するこ

とや微生物の低分子量のタンパク質様成分の

利用過程について明らかにしている。これら

以外でも、Kanika Sarkar（2022）5）では、大腸

菌を指標菌として塩素濃度の異なる条件下で

溶存有機炭素の特性を三次元蛍光分析により

評価しており、塩素濃度によって大腸菌から

放出される有機物の質が変化することを報告

している。Tuantuan Fan(2022)6)では、三次元蛍

光分析とフーリエ変換赤外分光法を組み合わ

せることにより、湖沼の DOM の特徴と金属

結合について評価を行っている。銅と鉛を添

加した DOM の特性や銅と鉛イオンとの親和

性を評価することで特定のフミン酸様成分が

銅イオンと強い結合力を有していることやこ

れらの成分の湖における空間的な分布につい

ても明らかにしている。Xiaoli Du(2022)7)では、

道路流出水中の溶存有機物の特性を、三次元

蛍光分析分析を用いて評価しており、疎水性

の画分が交通量の増加に伴って増加すること

やフルボ酸様紫外線蛍光物質およびタンパク

質様物質は交通量によって変化しないが、ト

リプトファン様物質は交通量の増加に伴い増

加することなどを報告している。このように

本年度の文献調査では水道水質の連続モニタ

リングに関連する新たな有用な文献は見つけ

られなかったが、三次元蛍光分析が汎用性の

高い分析手法として、水処理以外の様々な分

野で活用されていることが分かった。 

国内における研究事例は川口（2021）8）に

おいて、表流水を原水とする浄水場において

三次元蛍光分析の連続的なモニタリングによ

りフミン質様物質、タンパク様物質、フルボ

様物質の 3つの成分の季節的な変化と各浄水

工程における除去性について評価を行ってい

る。昨年度の調査以降、新たな知見は上記の

1 件であった。海外では三次元蛍光分析が汎

用性の高い分析ツールとして広く研究に活用

されているが、国内での活用事例は限定的で
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あることを示す結果となった。 

2）三次元蛍光分析に関する実測調査 

蛇口水を連続的に採水し、測定を実施した

が、採水期間において大きな水質事故等はな

く、事故による水質変化の検証は行えなかっ

た。浄水場における実用性の検証では、通常

時は 1日 2回の頻度で採水を実施し、降雨が

予想される時期には頻度を上げて採水を実施

した。採水後、降雨状況、ダムの放流状況な

どを考慮して試料を選定し、分析を実施した。

分析の結果、高温期、中温期のいずれの時期

においてもこれまで対象流域で実施した三次

元蛍光分析で確認された 3つのコンポーネン

トが確認された。今回の採水では高温期に 1

回、中温期に 2回の台風の接近もあり、比較

的強い降雨とそれに伴うダムの放流が実施さ

れた際の採水が実施できた。降雨時には原水

中の腐食性物質に対応するコンポーネント

（C1）の増加が顕著に認められ、降雨後にも

高い値を示す事例が確認された。浄水では降

雨に伴い原水中の C1 が上昇した場合には、

浄水中の C1 にも同様の傾向が認められた。

具体的には、通常時における C1 の浄水処理

における除去率は 50％程度であったが、降雨

時おいては 80％程度と通常時と比べて高い

値を示した。水道事業体では有機物の指標と

して 260 nmにおける吸光度（E260）や TOC

を連続的に測定している例が多いが、今回の

検討ではE260やTOCでは捉えることのでき

ない水質的な変化や浄水処理性を捉えること

ができ、降雨時の浄水処理が適切に実施され

ていることが示された。また、C1は晴天時に

おける pH の日周変動や降雨初期における電

気導電率とも連動しており、これまで水道原

水の監視で連続モニタリングが行われている

濁度、電気伝導率、pH、UV-Vis等では把握で

きない有機物の質の評価が可能であることが

示された。 

Ｅ．結論 
水道において連続的にモニタリング可能な

新たな水質指標として三次元蛍光分析に着目

し、文献調査、実測調査を実施した。文献調

査より水分野において三次元蛍光分析を利用

した研究は顕著に増加しており、従来のDOM

の挙動や消毒副生成物のモニタリングにとど

まらず、汎用性の高い分析手法として利用さ

れていることが示された。また、実測調査の

結果、これまで多くの水道事業体が連続的に

測定している水質項目では評価できない有機

物の質や水質変化を評価できる可能性が示唆

され、連続的なモニタリング項目として有用

であると考えられた。一方で、装置が高価で

あること、解析に多くのデータが必要なこと

や解析が煩雑であるなどの課題もあり、特に

国内の水道分野では海外と比べて普及が進ん

でいないことからもコスト低減や解析を簡便

に実施するできるツールの開発等が課題と考

えられた。  
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Ⅱ．厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究」 

分担研究報告書 

ビッグデータに基づく水質変動の早期予測手法の検討

研究分担者 中央大学 山村 寛 

研究要旨 

浄水場出口での塩素注入量は、蛇口での残留塩素濃度が適切な範囲になるように職員

の経験に基づいて注入量が決定される場合が多いが、経験豊かな技術職員の退職や職員

数減少に伴う技術継承不足などから、職員の経験値に依存しない新たな塩素注入量管理

手法が求められている。我々は残留塩素濃度の時系列変化を機械学習によりモデル化す

ることで、技術職員の経験知を高度に再現し、数時間先の蛇口での残留塩素濃度を予測し

ながら自律的に塩素注入量を管理しうるシステムを開発した。 

2022 年度は、モデル構築アルゴリズムの汎用性を検証するため、沖縄県企業局から提

供いただいた名護浄水場および石川浄水場を起点とする給水系での残留塩素濃度データ

を使用して、同様にモデル構築を試みた。受給水量に一定の周期がある給水系統では高い

精度が得られた一方で、自己水源や給水池への夜間配水などが実施されている給水系統

では、予測精度が低いことが明らかになり、本研究の適用しうる給水系統の特徴が明らか

になった。 

末端給水における残留塩素濃度を予測するモデル構築に向けて、横浜市水道局よ

り、仏向配水池および桜台小学校の残留塩素濃度データを提供いただき、6 時間先の

残留塩素を予測するモデルを構築した。相模原浄水場出口から桜台小学校までの残留

塩素濃度低減量は、予測誤差 0.025mg/L 以下で予測できることが明らかになった。 

最後に、構築したモデルの実装に向けて、浄水場の監視制御システムに介入するこ

となく、監視画面の動画から残留塩素濃度を読み取り、Excel に転送するシステムを構築

した。これにより、比較的小規模な浄水場でも、安価かつ高精度に末端給水地点での残留

塩素濃度を予測できるシステムが実現可能になった。 

A. はじめに

１.上水道×AIのニーズと可能性

人口減少に伴って、浄水場で働く職員数

も大幅に減少傾向にある。総務省の資料に

よると、昭和 55 年をピークに平成 28 年に

は約４割にまで職員が減少しており、今後

もさらに減少することが予想されている。

一方で、老朽化を迎えた水道施設は増加傾

向にあり、施設や管路の更新に向けて、今

後、多くの技術職員が必要となる 1)。 
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浄水場を定常運転するための人材も欠く

ことが出来ない。これまで浄水場の現場で

は、経験と実績に基づく高度な技術を有す

るベテラン職員により維持管理されてきた

が、団塊世代の大量退職に伴って、若手職

員への技術継承が途絶えることが危惧され

ている。人材育成およびノウハウの蓄積は

多大な時間がかかることから、今後、これ

までのような水道サービスを維持していく

ためには、早急に対策を講じる必要がある

と言えよう。 

これらの背景から、水道界において、人口

知能アルゴリズム（以下 AI と表記する）が

注目を集めている。既に、無人運転者、顔認

識、病気診断などに実用化されており、将

来的に、我々人間の相棒として活躍するこ

とが期待されている。職員数が減少し、ベ

テラン職員が退職する中、AI による浄水場

運営支援や無人運転化も将来的には十分に

あり得ると考える。水道分野における AI の

使い道として、①膨大なデータの可視化に

より、現場の工夫を引き出す、②監視・検索

により、異常状態を検知する、③モデルに

よる推定・予測により、将来に備える、④最

適化により、あるべき判断を導出する、な

どが想定される。後述するように、基本的

に、AI は膨大な数の入力データと出力デー

タを入力さえすれば、暗黙知をモデルとし

て知識化できるが、その背景となる物理化

学的な知見がない限り、入力→出力の正当

性や妥当性を説明することは不可能に近い。

特に、水道分野においては人の命を預かる

以上、５％の誤答でさえも許容されないこ

とも多いため、モデルの説明責任はモデル

の良否を決定する非常に重要な要素なりう

る。信頼されるシステムを構築するために

は、やはり、上水道分野のエンジニアが物

理化学的な基礎知識と共に、現場の経験を

反映することで AI モデルを構築していく

ことが望ましいと考える。 

 

２.残留塩素予測に向けた予測モデルの課

題と挑戦 

我々の研究グループでは、浄水支援シス

テムの構築に続く、浄水場運転の自動化を

見据え、上水道システムの要となる残留塩

素管理に着目して研究を進めている。特に

残留塩素濃度は、水道法では給水末端にお

いて 0.1 mg/L 以上となるよう定められてい

る一方で、過剰な塩素添加に伴って発生す

る塩素臭や消毒副生成物の生成抑制が重要

となる。多くの事業体では 0.1〜1.0 mg/L の

範囲に数値目標を定めており 2)、浄水水質

や季節等に応じて、現場の職員が浄水場出

口における塩素注入量を調整している。前

述したように、ベテラン職員が減少し、技

術継承が困難となる中で、経験に依存した

塩素注入操作を継続することは将来的に困

難になると予想する。 

塩素注入量を予測する物理化学モデルは、

これまでにも様々に検討されており、pH、

色度、水温、溶存酸素量、送水流量、管路材

質、管路長、管路内滞留時間などが、主な残

留塩素低減に寄与する支配因子として報告

されている 3, 4)。この中でも、特に送水流量

と管路内滞留時間は、日々の水使用量など

に応じて変化することから、物理化学モデ

ルの構築において予測誤差を拡大する主要

な原因となっていた。一方で、ある程度の

給水人口を有する事業体では、生活や産業
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活動の日間変動、週間変動に応じて水使用

量が一定周期で変化することが予想される。

そこで、我々の研究グループでは、管路内

滞留時間の周期的な変動トレンドを AI で

学習することで、精度の高い残留塩素低減

量予測モデルを構築できると考えた。具体

的には 2022 年度は、時系列 AI モデルであ

る LSTM により、3〜12 時間先の配水末端

における残留塩素濃度を予測しうるモデル

を以下の手順により構築した。 

① 予測モデル構築フローの汎用性検討 

② 給水地点から末端配水地点間の残留塩

素低減量予測モデルの構築 

③ 残留塩素濃度をPCに入力するデバイス

の開発 

 

３．時系列データの AIモデル構築に関する

技術展開 

代表的な AI モデルとして、FFANN（Feed 

Forward Artificial Neural Network） 5)や SVM

（Support Vector Machine） 6)などがある。し

かし FFANN や SVM は時系列変化の履歴を

学習する機構を持たないことから、変動ト

レンドの予測には不向きである。時系列デ

ータに対しては、これまでに自己相似性を

算出することで将来の変化を予測する

FBANN（Feed Back Artificial Neural Network）

を適用した研究例が散見される。齋ら 7)は、

FBANN を鳥取県湖山池の溶存酸素濃度の

予測に応用したが、予測時間 3 時間以上に

おいて、実測値と予測値に位相差が発生し

たことを報告している。この結果をはじめ

として、長期的な変化に富んだデータの場

合、自己相似性を利用した長期トレンドの

予測には限界があることが多数報告されて

いる。 

近年では、FFANN の隠れ層を時系列の前

後 で 接 続 し た RNN （ Recurrent Neural 

Network）が開発され、より長期間の複雑な

時系列変化を高い精度で学習できるように

なってきた。図-１に示す通り、RNN は現時

刻を t としたとき、時刻 t-L から時刻 t まで

の隠れ層を時系列の前後で接続し、時刻

t+M のデータを予測する。このとき、L をブ

ロック、M を予測時間と定義する。RNN は

これまでの時系列情報のトレンドを保持す

ることが可能であり、そのトレンドから将

来の値を予測できる。 

 

図-1．Recurrent Neural Networkの 

モデル構造 

Kumar ら 8)は、RNN を用いて 1 ヶ月後の

河川流量を予測し、R2 値 0.892 の精度で予

測することに成功した。また、1 日以上先の

長期予測には、RNN の隠れ層に CEC

（constant error carousel）を設置し、入力ゲ

ート、出力ゲートおよび忘却ゲートによっ

て、過去から引き継いだデータを必要に応

じて取得・修正・消去できる特徴を持つ

LSTM（Long Short-term Memory）が有効と

されている。それぞれのゲートはシグモイ

ド関数により制御され、0.0〜1.0 の間の実数

に変換したものが次時刻の入力値として出

力される。一方で、CEC の重みを 1 とする

ことで、長期間のトレンドを消失させずに、

次時刻の入力値に引き継ぐことが可能であ
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り、長期間にわたる予測モデル構築が可能

となる。Zhang ら 9)は中国北西部ヘタオ地

区を対象として、降雨量、温度、灌漑用水量

および蒸発量を使用して LSTM による地下

水面の高さを予測した結果、R2 = 0.952 の精

度で予測することに成功している。 

 

B. 方法 

４．予測モデル構築フローの汎用性検討  

昨年度に構築した 6 時間先の残留塩素低

減量予測モデル構築フローの汎用性を検証

するために、沖縄県企業局の名護浄水場（図

−2 中 A）および石川浄水場（図-2 中 B）の

給水系について、同様に予測モデルを構築

した。 

名護浄水場の給水系は、名護浄水場から

名護給水池に配水された後に、本部調整池

もしくは喜瀬調整池に分配される。本部調

整池ならびに喜瀬調整池は供にリゾート地

に位置し、水需要の季節変化が大きい。本

部調整池は、美ら海水族館付近への給水の

他に、海底送水管により 5km 先の伊江島ま

で送水されている。なお、水族館は海水を

使用しているため、企業局の水はほとんど

使用していない。 

石川浄水場の給水系は、石川浄水場から

東恩納調整池ならびに山城調整池に夜間に

配水された後に、山城調整池から金武調整

池および具志川調整池に水位差により分配

されている。金武調整池は、主に金武町住

民と米軍基地へと給水されており、特に軍

隊員が増える時期に使用量が増える傾向が

ある。東恩納調整池ならびに具志川調整池

ともに、他浄水場からの給水や市内の需給

量が複雑に変化するため、これまで検討し

てきた給水系統よりも残留塩素濃度の変化

に影響を及ぼす因子が多いことが推測され

る。 

 

図-2．沖縄県内の浄水場および調整池 

名護浄水場 − 名護調整池 −本部調整池
−喜瀬調整池

石川浄水場 –東恩納調整池
−山城調整池 −金武調整池

−具志川調整池
自然流下

夜間
ポンプ

沖縄市内の

状況により変動

住宅と米軍

別荘リゾート地

リゾートホテル
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名護浄水場の給水系については 2017 年 1

月から 2021年 3月まで約 4 年間の残留塩素

濃度データを提供いただき、異常値除去お

よび平滑化処理後にモデル構築・検証に使

用した。石川浄水場の給水系については

2018 年 4 月から 2021 年 3 月の約 3 年間の

残留塩素濃度データを提供いただき、異常

値除去および平滑化処理後にモデル構築・

検証に使用した。 

名護浄水場の給水系では、（1）名護調整

池出口から喜瀬調整池までの残留塩素濃度

低減量を予測するモデル（名護調整池−喜瀬

調整池モデル）、（2）名護調整池出口から本

部調整池までの残留塩素低減量を予測する

モデル（名護調整池−本部調整池モデル）を

それぞれ構築した。 

石川浄水場の給水系では、（3）石川浄水

場から山城調整池までの残留塩素濃度低減

量を予測するモデル（石川浄水場−山城調整

池モデル）、（4）石川浄水場から東恩納調整

池までの残留塩素低減量を予測するモデル

（石川浄水場−東恩納調整池モデル）、およ

び（5）山城調整池から具志川調整池までの

残留塩素低減量を予測するモデル（山城調

整池−金武調整池モデル）ならびに（6）山城

調整池から具志川調整池までの残留塩素低

減量を予測するモデル（山城調整池−具志川

調整池モデル）をそれぞれ構築した。 

モデル構築にあたっては、相模原浄水場−

西谷給水地点間のモデル構築時の条件で最

適化されたブロック数 24 時間を適用した。 

 

５．給水地点から末端配水地点までの残留

塩素低減量予測モデルの構築 

浄水場出口から末端配水地点までの残留

塩素低減量の予測を目指し、相模原浄水場−

 

図-3．横浜市水道局の仏向配水池および桜台小学校 
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西谷給水地点を経由し、横浜市仏向配水池

から桜台小学校まで配水される配水系の残

留塩素低減量予測モデルの構築を試みた

（図−3）。仏向配水池において、配水末端で

の残留塩素濃度が 0.3〜0.7mg/L の範囲にな

るように次亜塩素酸ナトリウムが追加添加

（以後、追塩と表記）されている。配水池出

口に設置したポンプ場から末端まで、樹枝

状の配管網により給水されている。本研究

では、横浜市水道局が保管する、追塩後の

仏向配水池出口および桜台小学校に設置さ

れている連続水質監視装置で記録した 10

年分の残留塩素濃度（2010〜2020 年）を提

供いただき、異常値除去および平滑化処理

後にモデル構築・検証に使用した。 

モデル構築にあたっては、相模原浄水場

出口から西谷給水地点までの残留塩素濃度

低減量を予測するモデル（浄水場−西谷モデ

ル）、西谷給水地点から仏向配水池までの残

留塩素低減量を予測するモデル(西谷−仏向

モデル)と仏向配水池から桜台小学校まで

の残留塩素低減量を予測するモデル（仏向−

桜台小学校モデル）をそれぞれ構築し、3 つ

の連立モデルを統合することで、12 時間前

の相模原浄水場出口における残留塩素濃度

の実測値を用いて、6 時間後の桜台小学校に

おける残留塩素低減量を予測するモデルを

構築した（図−4）。なお、仏向配水池での追

塩量は、残留塩素濃度の監視に基づいて決

定されており、西谷−仏向モデルは、実質的

に追塩アルゴリズムをモデル化したものと

なる。モデル構築にあたっては、相模原浄

水場−西谷給水地点間のモデル構築時の条

件で最適化されたブロック数 24 時間を適

用した。 

 

図−4. 連立モデルのアルゴリズム 

 

６.残留塩素濃度を PC に入力するデバイス

の開発 

 

図-5. ディスプレイ数値の 

読み取りフロー 

モデルの実装に向けて、浄水場の監視制

御システムに介入することなく監視画面か

ら残留塩素濃度を読み取り、Excel に転送シ

ステムを構築する（図−5）。神奈川県内広域

水道企業団 相模原浄水場事務所内におい

て、相模原浄水場出口と西谷給水地点の残

留塩素濃度が表示された情報系システム管

理画面を小型ビデオカメラ（GoPro HERO8 

Black）で撮影し、モデルの構築と検証に使

用した。撮影にあたって、解像度は 2704×

1520 pixel、フレームレートは 1/300 fps に設

定した。動画は OpenCV により画像群に変

換し、残留塩素濃度が表示された部位をト
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リミングした後に、Otsu アルゴリズムによ

り二値化したものを数値変換に供した。画

像から数値への変換は、Tesseract OCR を使

用し、目視で記録した正解値と変換値を比

較することで、正答率を算出した。 

 

C. 結果と考察 

７.予測モデル構築フローの汎用性検討 

7．1 名護浄水場の給水系 

 

 

図−6. 名護−喜瀬モデルの精度：（上）

実測値と予測値の差、（下）時系列変化 

6 時間先の喜瀬調整池における残留塩素

濃度低減量予測モデルの精度および経時変

化を図−6 に、本部調整池における残留塩素

低減量予測モデルの精度および経時変化を

図−7 に示す。図-6中、ほとんどのプロット

が±0.025 mg/L 以内に収まったことから、

喜瀬調整池では高い精度で残留塩素低減量

の予測に成功した。図−7 から、本部調整池

も同様にほとんどのプロットが±0.025 

mg/L 以内に収まった一方で、経時変化にお

いて、予測値が実測値（移動平均値）の 6 時

間後を追う「予測の後追い現象」が散見さ

れた。後追いの発生は、実質的に、予測が出

来ていないことを示すものである。 

沖縄県企業局の協力のもと、本部調整池

を現地視察した結果、本部調整池の給水地

域は自己水源を有する自治体が多く、2019

年以降に新型コロナの蔓延に伴って水使用

量が減少した際に自己水源に切り替えたこ

とにより、企業局からの水供給量が急減し

た可能性が判明した。本部調整池からの供

給量が急減したため、滞留時間の周期トレ

ンドが変化し、予測精度が低下したものと

推測する。LSTM の適用にあたっては、滞留

時間の周期トレンドを学習していることか

ら、水源の切り替えなどの人的な変化があ

るような水系では、予測モデルの構築が難

しいことが明らかになった。 

 

 

図−7. 名護−本部モデルの精度：（上）

実測値と予測値の差、（下）時系列変化 
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7．2 石川浄水場の給水系 

 

図−8. 石川−山城モデルの精度 

 

図−9. 石川−東恩納モデルの精度 

 

6 時間先の石川−山城モデルの経時変化を

図−8 に、石川−東恩納モデルの経時変化を

図−9 に示す。両モデル供に、予測値が実測

値（移動平均値）の 6 時間後追う後追い現

象が発生しており、特に石川−東恩納モデル

では、実測値ではピークが存在しない場所

に予測値のピークが観察される箇所が複数

観察された。ただし、二箇所の配水池では

本部調整池のように自己水源を使用してお

らず、人為的な給水量変化が影響したとは

考にくい。山城調整池および東恩納調整池

は、石川浄水場からポンプ輸送で配水され

ており、通常は夜間電力を使用して給水し、

日中はポンプが稼働していない。この場合、

石川浄水場から供給された水は浄水場の配

水池に貯水されることになるため、浄水場

出口の残留塩素よりも、配水池に配水され

る際の残留塩素濃度の方が低くなると予想

される。正確な予測モデルを構築するには、

残留塩素濃度低減量を予測する始点と終点

の 2 点間において、正確な残留塩素濃度の

計測が必要であることを示すものであり、

配水池などを経由して残留塩素濃度が低下

する場合などでは、予測モデルの適用が難

しいことが明らかになった。 

 

図−10. 山城−具志川モデルの精度 

 

図−11. 山城−金武モデルの精度 

 

山城−具志川モデルの経時変化を図−10

に、山城−金武モデルの経時変化を図−11 に
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示す。石川−山城モデルとは異なり、両モデ

ルとも後追いが発生せず、高い精度で予測

できることが明らかになった。山城調整池

から具志川および金武調整池へは、主に水

位差により給水されているため、定期的な

水の滞留が少なかったことで、精度の高い

モデルが構築できたものと推測する。ただ

し、金武調整池については米軍基地へも水

供給されており、基地の利用状況によって

は給水量が大きく変化する可能性がある。

LSTMで記録したことのない変動を経験した

際には、モデル精度が大きく低下する恐れ

もあることから、注意が必要となる。 

 

7．3 予測モデル構築フローの汎用性検討結

果のまとめ 

本研究では、神奈川県内広域水道企業団

のデータを用いて構築した、予測モデル構

築フローの汎用性を検証するために、沖縄

県企業局から名護浄水場の給水系および石

川浄水場の給水系のデータを提供いただき、

モデルの構築および精度の検証を実施した。 

モデル精度を大きく低下させる原因とし

て、（1）水源切り替えのように人為的に給

水量の大きな変化があるような水系、およ

び（2）夜間配水などにより残留塩素濃度が

計測時点からずれる場合が確認された。 

モデル精度に影響を与える因子を把握し

た上で、モデルの活用先を選定する他、運

用方法を整える必要があることが本研究に

より示された。 

 

８．給水地点から末端配水地点間の残留塩

素低減量予測モデルの構築 

相模原浄水場−西谷モデルの出力値を西

谷−仏向モデルで活用した際の仏向配水池

における現在時点の残留塩素低減量予測結

果を図-12に示す。西谷−仏向モデルは、フ

ィードバック制御により管理されている追

塩アルゴリズムを LSTM によりモデル化し

たものであり、ほとんどのプロットが±

0.025 mg/L 以内に収まった。これらの結果

から、LSTM により追塩アルゴリズムを高

精度に再現できたことがわかる。 

 

 

図−12. 西谷−仏向モデルの精度：（上）

実測値と予測値の差、（下）時系列変化 

 

さらに、西谷−仏向モデルの出力値を仏向

−桜台小学校モデルで使用した際の、桜台小

学校における 6 時間先での残留塩素低減量
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予測結果を図−13 に示す。ほとんどのプロ

ットが0.025mg/L以内に収まったことから、

高精度で末端配水地点での残留塩素濃度を

予測できたことが分かる。これらの結果か

ら、大規模な給水管路に加えて、より複雑

かつ小規模な樹状配管網であっても、高精

度の予測モデルを構築できる可能性が示さ

れた。また、本研究では 3 区間のモデルを

連立させることで、長区間で残留塩素濃度

が大きく変化する場合においても、高い精

度で残留塩素濃度低減量を予測可能なモデ

ル構築法の確立に成功した。 

 

 

図−13. 仏向−桜台小学校モデルの精

度：（上）実測値と予測値の差、（下）時

系列変化 

 

仏向−桜台小学校モデルは西谷−仏向モデ

ルよりもわずかに平均誤差値が高かったこ

とから、西谷−仏向モデルの誤差が続く仏向

−桜台小学校モデルに影響を与えたものと

推測する。モデルを連立する際には、前段

モデルの予測精度に配慮する必要性が示さ

れた。 

 

９．残留塩素濃度を PCに入力するデバイス

の開発 

管理画面に表示された残留塩素濃度読取

り結果の一例を図-14に示す。目視による読

み取りと比較した際の正答率は 97.5%であ

り、ビデオカメラによる撮影のみで、高精

度に残留塩素濃度の数値を PC 入力するこ

とに成功した。2.5％の誤答を確認したとこ

ろ、小数点が読み取れなかった場合と数値

が検出できなかった場合に分別できた。こ

れらの結果をもとに、誤答条件を補正する

ためのアルゴリズムを追加した結果（図-

15）、正答率 100%を達成した。これにより、

浄水場の監視制御システムに介入すること

なく、各地点における残留塩素濃度の判別

および PC（Excel）入力が可能になった。 

 

図-14．文字認識の結果例 
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構築したモデルは、Excel でも計算できる

ことから、ビデオカメラと Excel があれば、

画面から数値を判別・入力し、残留塩素濃

度低減量の予測値を表示するシステムが安

価かつ簡単に構築できるようになった。 

図-15．数値読取りアルゴリズム 

D. 結論

本研究では、時系列データ解析モデルで

ある LSTM を用いて、末端配水地点におけ

る 6 時間後の残留塩素濃度を予測するモデ

ル構築手法について紹介した。極めて高精

度のモデルが構築出来ることから、予測結

果をもとにした浄水場出口における自律塩

素添加制御システムの構築も実現可能と考

える。 

一方で、モデルの感度分析によって、未学

習のトレンドデータが入力された際に、著

しく予測精度が低下することも明らかにな

っている。また、管内滞留時間に周期性が

存在しない場合にも、モデル構築が難しい

ことを確認している。これらの課題には、

残留塩素濃度だけでなく、流量や管内圧力

などのデータを入力値として利用すること

で、より複雑な事象に対しても対応可能な

ロバストなモデル構築が可能になると考え

図−16. 本研究の実用化イメージ 
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る。 

本研究において、PC 上の監視データを

Excel に転送・入力し、6 時間後の残留塩素

濃度を出力するシステムを構築した。安価

な小型残留塩素濃度計と組み合わせること

で、比較的小規模な浄水場でも自律塩素添

加制御システムを構築できると考える（図

−16）。
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２．学会発表 

1. Takaaki Ishii, Hiroshi. Yamamura, Kazuki

Ono, Manabu Ichikawa, Masahiko Kiyozuka,

PREDICTIVE MODELS OF RESIDUAL

CHLORINE CONCENTRATION IN

WATER DISTRIBUTION SYSTEMS BY

LONG-SHORT TERM MEMORY

NETWORKS, 3rd International Conference

on Disinfection and DBPs, Milan, Italia, 27

June - 1 July 2022

F．知的所有権の取得状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

1. 特別講演会：山村寛、第２9 回 神

奈川県内広域水道企業団研究発表

会、2023 年 2 月 15 日.

参考文献 

1) 公益財団法人水道技術研究センター, 1999.

管路内残留塩素濃度管理マニュアル.

2) 横浜市水道局, 令和 5年度水質検査計画,

横浜市水道局, Editor. 2023, 横浜市.

3) 山口貴士, et al., 2012. 配水システムにおけ

る残留塩素減少に関する統合シミュレー

ションモデルの研究. 土木学会論文集 G

（環境）, 68(7), 165-173. 

4) 稲員とよの, et al., 2008. 送水管路における

フィールド調査に基づく残留塩素減少モ

デルに関する研究. 環境工学研究論文集, 

45, 605-612. 

5) 井上正人, et al., 2000. 残留塩素濃度を予測

するニューラルネットワークモデル. 社会

情報学研究, 6, 149-168.

6) 松本隼, et al., 2019. 機械学習と化学反応モ

デルのハイブリッドによる残留塩素濃度

予測. 環境システム計測制御学会, 24 巻

(2), 111-151.

7) 齋幸治, et al., 2007. フィードバック型ニュ

ーラルネットワークモデルによる富栄養

湖の溶存酸素のリアルタイム予測. 農業土

木学会論文集, (248), 47-54.

8) Kumar, D.N., K.S. Raju, T. Sathish, 2004.

River flow forecasting using recurrent neural

networks. Water Resources Management,

18(2), 143-161.

9) Zhang, J.F., et al., 2018. Developing a Long

Short-Term Memory (LSTM) based model for

predicting water table depth in agricultural

areas. Journal of Hydrology, 561, 918-929.

53



Ⅱ. 厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究」 

分担研究報告書 

水道システム全体を視野に入れた経済的な水質センサー及びデータ活用手法の開発等 

研究分担者 三宅 亮 東京大学工学系研究科 教授 

研究要旨 

科学技術振興機構の戦略的創造研究推進事業において開発された小型水質計、及びそれに

続く厚生労働省科学研究費補助金における実証試験を通して明らかにした、実用化に必要な

性能諸元等の要件をベースに、センサーデータのポスト処理の品質を確保しつつ、経済的な

センサーを提案するために、計測の簡素化方法、及びそれを可能とする水質計を提案・検証

し、データ伝送・活用方法の提案を目的とした。これに対して、令和４年度は、試作した簡

素な水質計を屋外配水拠点に設置し、性能検証を行った。またそれらの知見を基に、実用的

かつ経済的なデータ活用方法及びそれに対応した水質センサーの仕様の提示を行った。 

 研究目的 

水道システム全体を視野に入れた経済的な

水質センサー及びデータ活用手法の開発等

を行う。具体的には科学技術振興機構の戦略

的創造研究推進事業において開発された小

型水質計、及びそれに続く厚生労働省科学研

究費補助金における実証試験を通して明らか

にした、実用化に必要な性能諸元等の要件を

ベースに、計測の簡素化方法、及びそれを可

能とする水質計を提案・検証し、データ伝送・

活用方法の提案を目的とする。以上の目的を

受けて、令和４年度は、令和３年度に試作し

た簡素な水質計の更なる改良を進めるととも

に、屋外排水拠点（水道配水池に近接設置さ

れている計器ボックス内）に設置し、性能検

証を行う。またそれらの知見を基に、実用的

かつ経済的なデータ活用方法及びそれに対応

した水質センサー（水質計および通信系）の

仕様の提示を行う。 

 研究方法 

令和３年度に提案・試作した簡素化水質計

は、試料水の採取環境により、本体部周辺に

も試料水が接触して流れる。そこで、水質計

の耐水性能をさらに向上させるために、図１

に示すように、試料水の導入ヘッド部分のド

レイン構造の改良や、水質系本体部に設けら

れた電源ケーブル孔を耐水性のある脱着容易

な防水コネクタへ変更し、また排出チューブ

孔を脱着容易なコネクタへ変更した。さらに

試薬バックの脱着安定化のために、ピアス穿

孔周辺部の再設計・強度向上を図った。  

図１．耐水性を強化した改良水質計 
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また、令和３年度に提案したブリリアン

トブルーFCF色素による塩素由来の信号値

を補正する信号処理アルゴリズムの改良を

進め、信号幅に応じた解析範囲の自動調

整、流速変動の影響補正などの機能を追加

した（図２左参照）。それらの改良後の濃

度と補正後の信号値との関係を同図（右）

に示す。良好な線形関係が得られている。 

図２. 信号処理アルゴリズムの改良 

次に、クラウドへのデータのアップロード

時間間隔と計測遅延や波形のひずみ状況に

与える影響について調べた（表１参照）。そ

の結果、時間間隔を10秒程度にすることで、

遅延（実計測時とのずれ）が発生せず、かつ

再生された波形も歪まないことがわかった。 

表１．クラウドへの伝送頻度と計測遅延 

 研究成果 

以上の改良を施した水質計を、屋外の配水

拠点に設置し、性能検証を行った。具体的に

は、横浜市水道局の協力の下、市内の公共施

設に隣接する排水施設用の水質計器ボック

ス内に、図３に示すように水質計を取り付け

た。水質計内への試料水の導入量は１計測当

たり約 0.5 mLであり、余分の試料水はヘッ

ドドレイン部から排水される。計測頻度は15 

分に 1回とした。水質計からの元データは近

距離無線にて、同じボックス内に設置した

ゲートウェイ（マイコン＋通信機能）に 0.1

秒間隔で送られる。波形データおよび前記の

信号処理アルゴリズムによって計算された

データ（水質推定値、マイクロ流路内試料流

量等）が、ゲートウェイから専用のクラウド

に公衆ネットワーク回線（ＬＴＥ）経由でアッ

プロードされるように設定した。電力はボッ

クス内に収まるサイズのバッテリー電源（１

週間程度の容量）で賄った。 

図３．屋外計器ボックス内への実装の様子 

設置開始後、試料水が本体内部へ侵入する

問題が発生したため、後半では耐水性を強化

した水質計に交換、設置した。その結果、若

干のデータ遅延が発生したが、耐水性能に問

題はなく、連続して動作した。試薬の消費量

については、この間（１週間）で、全体の約

20％であった。図４上段に、水質推定値の経

時変化の一例（２４時間）示す。また同じ計

器ボックス内に既設されている市販水質計に

よる同時刻の水質値を下段に示す。概ね安定

して計測できることが確認された。 

図４．改良水質計による計測例 
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水質計の交換後に発生したデータの遅延

（時刻のずれ）については、今後、信号アル

ゴリズムの軽量化、水質計本体にタイムスタ

ンプ機能を付加する等の対策を講じる予定で

ある。 

 考察 

水質計の改良およびフィールド評価での知

見を基に、実用的かつ経済的なデータ活用方

法及びそれに対応した水質計の仕様について

以下に考察・提案する。まず耐水性能や堅牢

性などを付与した、最終形に近い水質計本体

の製作コストは 20～30千円であった。これ

にゲートウェイの約 10 千円が追加される。

これらをフィールドに設置した場合のランニ

ングコストは、水質の測定時間間隔と、クラ

ウドにアップロードするデータ仕様によって

変わる。測定間隔が短くなれば試薬の交換頻

度も高くなるため、コストも上昇する。試薬

費用およびデータ管理コストの面から３通り

に試算した結果を表２に示す。 

表２．システム仕様とコスト算定 

一例として 15分間隔で水質計測を行う場

合について述べる。試薬費用については、１

か月程度で試薬バックの交換が必要であり、

試薬バックの価格を 200 円程度と仮定する

と年間 2,400 円が必要となる。また、15 分

間隔の場合は、データ遅延を起こさないため

に、アップロードするデータは水質推定値（60

秒毎）に限定される。IoT向けの商用プラッ

トフォームでのデータ管理コストはおよそ

0.003円／メッセージと想定されるので年間

のデータ管理コストは1,600円程度となる。

一方、60 分に１回程度の間隔での計測で良

いとのことであれば、試薬バックの交換は４

か月に１回程度となり、費用も 600円程度ま

で圧縮できる。計測間隔が拡がるので、保守

に必要な動作状態データ（試料水流量など）

も併せてアップロード可能となるが、データ

量の増加に伴い、データ管理コストは年間

6,000円程度となる。 

分担研究「水質管理の基盤強化に係る既

存・将来技術の調査および課題抽出」におい

て実施された調査の結果、現行の水道末端で

の手分析による水質監視の代替として、コス

トが見合えば、自動計測のニーズがあること

が明らかになった。これに対して、本水質計

および通信系を用い、測定時間間隔を 60分

程度、データ仕様を水質推定値のみとする仕

様とすることで、手分析の代替となるコスト

競争力のある提案が可能と思われる。 

 結論 

センサーデータのポスト処理の品質を確保

しつつ、経済的なセンサーを提案するために

令和４年度は、令和３年度に試作した簡素な

水質計の更なる改良を進めるとともに、配水

拠点に設置し、性能検証を行った。またそれ

らの知見を基に、実用的かつ経済的なデータ

活用方法及びそれに対応した水質センサー

（水質計・通信系）の仕様の提示を行った。 

 研究発表 
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lytical Sciences, DOI:10.1007/s44211-

023-00335-3

2. 学会発表（予定）

Masayuki Kawakami, Toshihiro Kasama,

Tomomi Sato, Madoka Takai, Daisaku Yano,
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   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                 

２．研究課題名 水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究           

３．研究者名  （所属部署・職名） 主幹 浄水技術部長                             

    （氏名・フリガナ） 市川 学・イチカワ マナブ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ５年 ３月３１日 
 

国立保健医療科学院長  殿 
 
                                          
                              機関名 国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 曽根 智史       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                          

２．研究課題名 水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究           

３．研究者名  （所属部局・職名）生活環境研究部・上席主任研究官                                  

    （氏名・フリガナ）島崎 大・シマザキ ダイ                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ５年 ５月 ２６日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 関東学院大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 小 山 嚴 也         
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                             

２．研究課題名 水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究           

３．研究者名  （所属部署・職名）理工学部・准教授                         

    （氏名・フリガナ）鎌田 素之・カマタ モトユキ                      

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ５年 ５月 12日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 中央大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  河合 久           
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                 

２．研究課題名 水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究           

３．研究者名  （所属部署・職名）理工学部・教授                          

    （氏名・フリガナ）山村 寛・ヤマムラ ヒロシ                       

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年５月２６日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 国立大学法人東京大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  総長 
                                                                                      
                              氏 名  藤井 輝夫      
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                 

２．研究課題名 水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究           

３．研究者名  （所属部署・職名）大学院工学系研究科・教授                     

    （氏名・フリガナ）三宅 亮・ミヤケ リョウ                         

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


